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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

回次
第42期
第３四半期
連結累計期間

第43期
第３四半期
連結累計期間

第42期
第３四半期
連結会計期間

第43期
第３四半期
連結会計期間

第42期

会計期間

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成21年
　　10月１日
至　平成21年
　　12月31日

自　平成22年
　　10月１日
至　平成22年
　　12月31日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成22年
　　３月31日

売上高 (百万円) 123,370 101,393 38,766 33,236 169,518

経常利益 (百万円) 621 1,553 1,339 1,094 2,919

四半期(当期)純損失(△)(百万円) △58,743 △8,737 △126 △922 △59,180

純資産額 (百万円) ─ ─ 15,592 6,952 15,807

総資産額 (百万円) ─ ─ 264,793 175,997 267,749

１株当たり純資産額 (円) ─ ─ △442.06 △312.56 △241.34

１株当たり四半期(当期)
純損失金額(△)

(円) △731.95 △69.49 △1.57 △7.33 △720.62

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─ ─ ─

自己資本比率 (％) ─ ─ 4.0 1.0 4.0

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,458 9,263 ─ ─ 5,500

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,401 6,393 ─ ─ 6,531

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 3,679 △13,035 ─ ─ △1,969

現金及び現金同等物
の四半期末(期末)残高

(百万円) ─ ─ 36,408 44,607 43,394

従業員数 (名) ─ ─ 10,727 8,839 10,509

(注) １　上表のうち、百万円単位で記載している金額については、単位未満を切り捨てて表示しております。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第42期第３四半期連結累計(会計)期間、第43期第３四半期連結累計(会計)期間及び第42期の潜在株式調整後

１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期(当期)純損失

であるため記載しておりません。

４　第42期第３四半期連結累計(会計)期間と比較し、第43期第３四半期連結累計(会計)期間の売上高、純資産額及

び総資産額が減少している主な要因は、平成22年４月16日付でコスモ証券㈱の全株式を譲渡したことに伴い

連結の範囲から除外したことによる影響であります。

５　第42期第３四半期連結累計期間と比較し、第43期第３四半期連結累計期間の四半期純損失が大きく変動して

いる主な要因は、第42期第２四半期会計期間に不動産証券化事業撤退損失を特別損失に計上した影響であり

ます。
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２ 【事業の内容】

当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業について、重

要な変更はありません。また、関係会社の異動については、「３　関係会社の状況」に記載のとおりでありま

す。

　

３ 【関係会社の状況】

連結子会社であった㈱ＣＳＫ－ＩＴマネジメント及び㈱ＣＳＫシステムズは、当社を存続会社とする吸

収合併により、当第３四半期連結会計期間に消滅しております。

また、連結子会社であったプラザアセットマネジメント㈱は、当第３四半期連結会計期間に全株式を売却

したため、連結の範囲から除外しております。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

(平成22年12月31日現在)　

従業員数(名)
8,839

  [3,036]

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　平均臨時従業員数は、[ ]内に外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

(平成22年12月31日現在)

従業員数(名) 4,619

(注) １　従業員数は就業人員数であります。

２　従業員数が当第３四半期会計期間において4,533名増加しておりますが、主として平成22年10月１日付で、

㈱ＣＳＫ－ＩＴマネジメント(ＩＴマネジメントセグメント)及び㈱ＣＳＫシステムズ(システム開発セグメ

ント)を吸収合併したことによるものであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産の実績

当第３四半期連結会計期間における生産の実績は以下のとおりであります。

セグメントの名称 生産高(百万円)

　 　

前年同四半期比(％)

   ＢＰＯ 　 7,869　 ─

   ＩＴマネジメント 　 8,284　 ─

   システム開発 　 20,004　 ─

合計 　 36,158　 ─

　

(2) 受注の実績

当第３四半期連結会計期間における受注の実績は以下のとおりであります。

セグメントの名称
受注高
(百万円)

　
受注残高
(百万円)

　

前年同四半期比
(％)

前年同四半期比
(％)

  ＢＰＯ 8,502 ─ 12,345 ─

  ＩＴマネジメント 8,169 ─ 22,966 ─

  システム開発 18,997 ─ 35,763 ─

合計 35,669 ─ 71,076 ─
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(3) 販売の実績

当第３四半期連結会計期間における販売の実績は以下のとおりであります。

セグメントの名称 販売高(百万円)

　

前年同四半期比(％)

　ＢＰＯ 7,125　 ─
　

　ＩＴマネジメント 6,730　 ─
　

　システム開発 18,530　 ─
　

　 プリペイドカード 838　 ─
　

　 その他 11　 ─
　

合計 33,236　 ─
　

　

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　「(1) 生産の実績」の金額は、販売価格によっております。

３　「(1) 生産の実績」及び「(2) 受注の実績」は、当社及び連結子会社の総額を記載しております。

但し、「(1) 生産の実績」及び「(2) 受注の実績」には、当社グループ内の間接スタッフ業務の一部を請け

負っている㈱ＣＳＫアドミニストレーションサービスの生産高・受注高・受注残高を含んでおりません。

４　「(3) 販売の実績」の各セグメントの販売高には、セグメント間の内部販売高を含んでおりません。

５　当第３四半期連結会計期間におけるプリペイドカードでのカードの発行高は、19,452百万円であります。

　

２ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書

及び第１四半期連結会計期間の四半期報告書に記載した事業等のリスクについての重要な変更はありませ

ん。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定、又は、締結等はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

次の文中における今後の事業戦略及び将来に関する記載は、本四半期報告書提出日現在における判断に

よるものであり、今後の経済環境及び経営状況によっては、変更になる可能性がありますのでご了承くださ

い。

なお、第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」を適用したことによ

りセグメントの開示方法を変更しているため、「(1) 経営成績の分析」において比較、分析に用いたセグメ

ント別の前年同四半期数値は、独立監査人による四半期レビューを受けておりません。

　
(1) 経営成績の分析

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）のわが国経済は、アジアを

中心に新興国の経済成長を背景とした輸出、生産の増加等により一部持ち直しが見られるものの、依然と

して続く円高、デフレ、厳しい雇用環境等により、足踏み状態で推移しました。海外経済の改善や各種政策

効果等を背景に景気が持ち直していくことが期待されている一方で、現状の厳しい経済情勢や内在する

景気が下押しされるリスクを懸念し、企業の業況判断は依然として慎重さがみられます。

情報サービス業界においても、企業のＩＴ投資抑制傾向が継続しており、既存案件の当初予算の見直し

や新規投資案件の先送りが発生する等、厳しい事業環境が続いております。

プリペイドカード業界では、利用可能店舗の増加やギフトカード市場の拡大、エコポイントとの交換

等、引き続き需要は増加しております。

このような経営環境のなか、当社グループは、事業の柱である「ＢＰＯ」、「ＩＴマネジメント」、「シ

ステム開発」の連携によるワンストップでのサービス提供や３事業の融合による新たなサービスの創

出、また不採算事業からの撤退及びコスト構造の見直しの実施により、安定的に収益を生み出す体質への

転換にグループを挙げて取り組んでまいりました。

これらの結果、当第３四半期連結会計期間の連結業績は、次のとおりとなりました。

売上高は、情報サービス事業への選択と集中の方針のもと、平成22年４月にコスモ証券㈱の株式譲渡を

はじめ、グループ会社を整理した影響による減収に加え、不透明な経済環境を背景に、企業の新規投資案

件の先送りによる案件不足や、既存案件の当初予算見直し、株式市場の低迷により証券会社向けサービス

が減少したこと等の影響で332.3億円（前年同四半期比14.3％減）となりました。

営業利益は、不採算事業からの撤退による増益があるものの、主に減収の影響を受け13.9億円（前年同

四半期比2.1％減）となりました。

経常利益は、営業利益の状況に加え、貸付債権等に対する貸倒引当金繰入額4.0億円の計上等により

10.9億円（前年同四半期比18.3％減）となりました。

四半期純利益は経常利益の状況に加え、投資有価証券売却損5.5億円を含む特別損失7.9億円の発生に

加え、法人税等により9.2億円の四半期純損失（前年同四半期1.2億円の四半期純損失）となりました。
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＜セグメント別の業績＞

ⅰ) ＢＰＯ

売上高は、コンタクトセンター事業において既存顧客との取引高の拡大と検証サービスの増加によ

り78.3億円（前年同四半期比3.5％増）となりました。

営業利益は、引き続きコスト構造の見直しを実施しておりますが、事業拡大のための営業費用や設備

拡張に伴う費用の増加等により0.1億円（同97.2％減）となりました。

ⅱ) ＩＴマネジメント

売上高は、データセンター事業において受注が上向いてきているものの、顧客の値下げ圧力や内製化

によるシステム運用サービスの減少、機器販売の減少により77.4億円（前年同四半期比 12.3％減）と

なりました。

営業利益は主に減収に伴い3.9億円（同46.5％減）となりました。

ⅲ) システム開発

売上高は、主に証券会社向けＡＳＰサービスの減少及び、顧客の当初予算の見直しや規模縮小、新規

投資案件の先送り等による開発案件の減少により189.0億円（前年同四半期比5.5％減）となりまし

た。

営業利益は未稼働要員の減少があるものの、主に減収に伴い17.0億円（同21.1％減）となりました。

ⅳ) プリペイドカード

売上高は、加盟店店舗数の拡大やギフトカード発行増加によりカード発行量が増加。加えてエコポイ

ント交換需要等もあり、カード発行関連売上、機器販売が増加し8.8億円（前年同四半期比15.9％増）

となりました。

営業利益は、増収及び収益構造の改善により1.6億円（同208.2％増）となりました。

　

上記の各セグメントの売上高には、セグメント間の内部売上高を含んでおります。なお、詳細について

は「第５　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項　(セグメント情報等）」をご参照ください。

　

ⅴ) その他

売上高は、0.1億円（前年同四半期比99.7％減）となりました。なお、前年同四半期には撤退した証券

事業やベンチャーキャピタル事業、投資信託委託業等の売上高が含まれております。

営業利益は、0.0億円の営業利益（前年同四半期7.6億円の営業損失）となっており、前年同四半期と

比較して証券事業の撤退等により営業利益が改善しております。
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(2) 財政状態の分析

＜ 資産 1,759.9億円（前連結会計年度末比 917.5億円（34.3％）減少）＞

流動資産は、主に証券事業撤退に伴い証券業関連の流動資産減少等により934.9億円減少いたしまし

た。

固定資産は、証券業関連の固定資産が減少、投資有価証券は国債購入等により増加。固定資産全体では

17.4億円増加いたしました。

　
＜ 負債 1,690.4億円（　　　　同　　　　 828.9億円（32.9％）減少）＞

流動負債は、固定負債から新株予約権付社債の１年内償還予定分を振り替えたことによる増加や、プリ

ペイドカード事業において、カード発行高の増加によるカード預り金が増加いたしましたが、証券業関連

の負債が減少したことに加え、借入金返済により415.5億円減少いたしました。

固定負債は、新株予約権付社債の１年内償還予定分、及び長期借入金の１年内返済予定分を流動負債に

振り替えたことや、借入金返済により406.6億円減少いたしました。

　
＜ 純資産 69.5億円（　　　　 同　　　　 88.5億円（56.0％）減少）＞

純資産の減少は、四半期純損失により利益剰余金が減少したこと等によるものです。

　
(3) キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間のキャッシュ・フローの状況は次のとおりとなりました。

＜ 営業活動によるキャッシュ・フロー ＞

たな卸資産の増減額が減少しているものの、減価償却費やカード預り金の増減額等により営業活動に

よるキャッシュ・フローは28.9億円（前年同四半期比6.5億円減少）となりました。

　
＜ 投資活動によるキャッシュ・フロー ＞

有形固定資産の取得による支出があるものの、短期貸付金の回収等により投資活動によるキャッシュ

・フローは29.8億円（前年同四半期比65.5億円増加）となりました。

　
＜ 財務活動によるキャッシュ・フロー ＞

長期借入金返済による支出等により財務活動によるキャッシュ・フローは△15.9億円（前年同四半期

比4.6億円減少）となりました。

　
＜ 現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期間末残高 ＞

上述の各段階キャッシュ・フローに換算差額等が加わった結果、現金及び現金同等物の残高は第２四

半期連結会計期間末から42.8億円増加し、446.0億円となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5) 研究開発活動

当第３四半期連結会計期間の研究開発費の総額は1.0億円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

提出会社

平成22年10月１日付で連結子会社であった㈱ＣＳＫ－ＩＴマネジメント及び㈱ＣＳＫシステムズを吸

収合併したため、以下の設備が当社の主要な設備となっております。

　なお、両社は当社の連結子会社であったことから、当第３四半期連結財務諸表に与える影響はありませ

ん。

事業所名

(所在地)
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額(百万円) 従業

員数

(名)

摘要
建物及び

構築物

土地

(面積㎡)

リース

資産
その他 合計

東天満オフィス

(大阪市北区)

ＩＴマネジメント

システム開発

情報処理

関連設備等
235 ─ 197 259 692 51(注)１、２、３

ＣＳＫ　ｅサービス

データセンター

(千葉県印西市)

ＩＴマネジメント

システム開発
データセンター設備 166 ─ 853 2201,24048(注)２、３

日本橋本町

東急ビル

(東京都中央区)

ＩＴマネジメント

システム開発
事務所設備 35 ─ 23 1,3391,398638(注)１、２、３

九段オフィス

(東京都千代田区)

ＩＴマネジメント

システム開発
データセンター設備 3 ─ 31 670 705 1(注)１、２、３

(注) １　建物については賃借しております。

２　帳簿価額の「その他」には工具、器具及び備品及び無形固定資産が含まれております。

３　上記金額には消費税等を含んでおりません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　
当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 498,376,800

Ａ種優先株式 15,000

Ｂ種優先株式 15,000

Ｅ種優先株式 5,000

Ｆ種優先株式 5,000

計 498,376,800 (注)

(注)  当社の発行可能種類株式総数の合計は498,416,800株でありますが、当社の定款では発行可能株式総数は

498,376,800株と定めております。なお、発行可能種類株式総数の合計と発行可能株式総数との一致については、

会社法上要求されておりません。
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② 【発行済株式】

種類
当第３四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成22年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年２月10日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 125,747,714 125,747,714
東京証券取引所
市場第一部

権利内容に何ら限定のな
い当社における標準とな
る株式
単元株式数　　　100株

Ａ種優先株式
(注)２

15,000 15,000 非上場
単元株式数　　　　1株
(注)３、４、５、６、７

Ｂ種優先株式
(注)２

15,000 15,000 非上場
単元株式数　　　　1株
(注)３、４、５、６、８

Ｅ種優先株式
(注)２

5,000 5,000 非上場
単元株式数　　　　1株
(注)３、４、５、６、９

Ｆ種優先株式
(注)２

5,000 5,000 非上場
単元株式数　　　　1株
(注)３、４、５、６、10

計 125,787,714 125,787,714─ ─

(注) １　提出日現在発行数には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの優先株式に係る取得請求権の行

使による株式数の増減及び新株予約権の行使により発行された株式数は含まれておりません。

２　各種優先株式は、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第８項に規定する行使価額修正条項付新株予約権

付社債券等であります。

３　各種優先株式は、当社普通株式の株価の下落により、転換価額が修正され、取得と引換えに交付する普通株式の

数が増加します。行使価額等の修正基準及び修正頻度、行使価額等の下限、当社取締役会の決議で金銭又は普

通株式を対価として当該優先株式の全部又は一部を取得することができる権利について、それぞれ(注)７、

８、９、10のとおり定款で定めております。なお、割当株式数の上限についての定めはありません。

４　各種優先株式について、当該優先株式に付された各種権利の行使及び当社株券の売買に関する事項についての

所有者との間の取決めはありません。

５　各種優先株式については、株主総会における議決権を有しておりません。なお、各種優先株式の単元株式数につ

いては、これら株式が非上場株式であること等に鑑み、定款において１株と定めております。

６　各種優先株式について、会社法第322条第２項に関する定款の定めはありません。

７　Ａ種優先株式について定款で次のとおり定めております。

１．優先配当金

(1) Ａ種優先配当金

ａ.Ａ種優先配当金の配当

当会社は、2012年４月１日以降、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録

株式質権者に対して剰余金の配当をするときは、同日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優

先株式を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)又はＡ種優先株式の登録株式質権者(以下「Ａ

種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)又は普

通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、

本項第ｂ.号に定める金額(以下「Ａ種優先配当金額」という。)の金銭による剰余金の配当(以下「Ａ

種優先配当」という。)を行う。ただし、当該事業年度において、第２項に従ってＡ種優先中間配当(第

２項において定義される。)を行った場合には、当該Ａ種優先中間配当の金額を控除した額をＡ種優先

配当金額とする。また、ある事業年度につき、Ａ種優先配当金額とＡ種優先中間配当の金額の合計額は

100,000円(ただし、Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が

発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)を上限とし、当該金額を超

えて剰余金の配当を行わない。

当会社は、上記に定めるＡ種優先配当以外には、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、剰

余金の配当を行わない。
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ｂ.Ａ種優先配当金の金額 

Ａ種優先配当金額は、Ａ種優先株式の１株当たりの払込金額(1,000,000円。ただし、Ａ種優先株式につ

いて、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会に

より合理的に調整された額とする。)に優先配当年率(以下に定義される。)を乗じて算出した額(ただ

し、１円未満は切り捨て)とする。

「優先配当年率」とは、Ａ種優先配当又はＡ種優先中間配当の基準日の属する事業年度の４月１日

(当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日)の日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物)(以下に定義される。)

＋1.0％の利率をいう。優先配当年率は％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入す

る。

「日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物)」とは、午前11時における日本円６ヵ月物トーキョー・インター・バ

ンク・オファード・レート(日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物))として全国銀行協会によって公表される

数値を指すものとする。日本円ＴＩＢＯＲ (６ヵ月物)が公表されない場合には、同日(当日が銀行休

業日の場合は直前の銀行営業日)ロンドン時間午前11時にスクリーンページに表示されるユーロ円

６ヵ月物ロンドン・インター・バンク・オファード・レート(ユーロ円ＬＩＢＯＲ(６ヵ月物))とし

て英国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いる。

(2) 累積条項

ある事業年度において、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の金額

の合計額がＡ種優先配当金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積する。累積した不足

額(以下「累積未払Ａ種優先配当金額」という。)については、当該翌事業年度以降、その事業年度のＡ種

優先配当及び普通株主又は普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ａ種優先株主又はＡ種

優先登録株式質権者に対して配当する。

(3) 非参加条項

Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金額及び累積未払Ａ種優先配当金

額(もしあれば)の合計額を超えて剰余金の配当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で

行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当又は当会社

が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定

される剰余金の配当についてはこの限りではない。

２．優先中間配当金

当会社は、2012年４月１日以降、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式

質権者に対して中間配当を行うときは、同日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＡ種優先株主又はＡ

種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき、Ａ種

優先株式の払込金額(1,000,000円。ただし、Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に

必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に優先配当

年率の２分の１を乗じて算出した金額(ただし、１円未満は切り捨て)の金銭による剰余金の配当(以下

「Ａ種優先中間配当」という。)を行う。

３．残余財産の分配

(1) 当会社は、残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は

普通登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株当たりの残余財産分配価額として、1,000,000円(ただ

し、Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に、残余財産の分配時点における累積未払Ａ

種優先配当金額 (もしあれば)の合計額を加えた金額を支払う。Ａ種優先株式と同順位の他の優先株式

その他の証券(以下「同順位証券」という。)が単一又は複数存在し、Ａ種優先株式及び同順位証券の保

有者の有する残余財産分配請求権の額の合計額が当会社の残余財産の額を超える場合には、Ａ種優先株

式及び同順位証券の保有者に対して支払われる残余財産の分配価額は、その株数及びその払込金額に応

じた比例按分の方法により決定する。

(2) Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

４．優先順位

(1) Ａ種優先株式の剰余金の配当の支払順位は、Ｂ種優先株式と同順位とし、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株

式に優先する。

(2) Ａ種優先株式の残余財産の分配順位は、Ｂ種優先株式と同順位とし、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式に

劣後する。

５．議決権

Ａ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

６．優先株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等

(1) 当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について株式の分割又は併合を行わない。

(2) 当会社は、Ａ種優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権

利を与えず、また、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。
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７．金銭を対価とする取得請求権

(1) 取得請求権の内容

Ａ種優先株主は、当会社に対し、2016年３月１日以降いつでも、当会社に対してＡ種優先株式の全部又は

一部の取得と引換えに金銭を交付することを請求(以下「金銭対価取得請求」という。)することができ

る。当会社は、かかる請求がなされた場合には、当該金銭対価取得請求が効力を生じた日(以下「金銭対

価取得請求日」という。)における取得上限額(本７項第(2)号において定義される。)を限度として法令

上可能な範囲で、当該金銭対価取得請求日に、Ａ種優先株式の全部又は一部の取得と引換えに、金銭の交

付を行うものとする。この場合において、取得上限額を超えて金銭対価取得請求がなされた場合には、当

会社が取得すべきＡ種優先株式は金銭対価取得請求がなされた株数に応じた比例按分の方法により決

定する。

(2) 取得価額

金銭対価取得請求が行われた場合におけるＡ種優先株式１株当たりの取得価額は、1,000,000円(ただ

し、Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に、当該金銭対価取得請求日における累積未

払Ａ種優先配当金額(もしあれば)の合計額、及び当該金銭対価取得請求日が属する事業年度末日を基準

日とするＡ種優先配当に係るＡ種優先配当金額に当該事業年度に属する４月１日(同日を含む。)から当

該金銭対価取得請求日(同日を含む。)までの日数を乗じ365で除して算出した額(１円未満は四捨五入)

を加えた金額とする。

「取得上限額」は、金銭対価取得請求がなされた事業年度の直前の事業年度末日(以下「分配可能額計

算日」という。)における分配可能額(会社法第461条第２項に定めるものをいう。以下同じ。)を基準と

し、当該分配可能額が150億円を超えている場合において、当該分配可能額より150億円を控除した金額

から、分配可能額計算日の翌日以降当該金銭対価取得請求日(同日を含まない。)までの間において、(1)

当会社株式に対してなされた剰余金の配当、並びに(2)本７項若しくは第８項又はＢ種優先株式、Ｅ種優

先株式若しくはＦ種優先株式の発行要項に基づいて金銭を対価として取得された、若しくは取得するこ

とを当会社取締役会において決議されたＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式

の取得価額の合計を減じた額とする。ただし、取得上限額がマイナスの場合は０円とする。

(3) 金銭対価取得請求の競合

本７項に基づくＡ種優先株式の取得並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式、Ｂ種

優先株式、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式の取得に必要な金額の合計が、当該日における取得上限額を

超える場合、当会社が取得すべき株式は、取得と引換えに金銭を交付することとなる各種優先株式の取

得に必要な金額に応じた比例按分の方法又はその他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって

取得がなされるものとする。

８．金銭を対価とする取得条項

(1) 取得条項の内容

当会社は、2012年４月１日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日(以下 「金銭対価強制取得

日」という。)の到来をもって、当会社がＡ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該金

銭対価強制取得日における分配可能額を限度として、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対し

て金銭を交付することができる(以下 「金銭対価強制取得」という。)。なお、一部取得を行う場合にお

いて取得するＡ種優先株式は、抽選、比例按分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって

決定されるものとする。

(2) 取得価額

金銭対価強制取得が行われる場合におけるＡ種優先株式１株当たりの取得価額は、1,000,000円(ただ

し、Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に115％を乗じた額に、当該金銭対価強制取得

日が属する事業年度の末日を基準日とするＡ種優先配当に係るＡ種優先配当金額に当該事業年度に属

する４月１日 (同日を含む。)から当該金銭対価強制取得日(同日を含む。)までの日数を乗じ365で除し

て算出した額(１円未満は四捨五入)及び当該金銭対価強制取得日における累積未払Ａ種優先配当金額

(もしあれば)の合計額を加えた金額とする。

９．普通株式を対価とする取得請求権

(1) 取得請求権の内容

Ａ種優先株主は、2017年３月１日から2027年９月30日までの期間中、本９項第(3)号に定める条件で、当

会社がＡ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに当会社の普通株式を交付することを請求

することができる(以下「株式対価取得請求」という。)。
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(2) 株式対価取得請求の制限

前号にかかわらず、株式対価取得請求の日(以下「株式対価取得請求日」という。)において、剰余授権株

式数(以下に定義される。)が請求対象普通株式総数(以下に定義される。)を下回る場合には、(ⅰ)Ａ種優

先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行ったＡ種優先株式の数に、(ⅱ)剰余授権株式

数を請求対象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数(小数第１位まで算出し、その小数第１位を

切り捨てる。)のＡ種優先株式についてのみ、当該Ａ種優先株主の株式対価取得請求に基づくＡ種優先株

式の取得の効力が生じるものとし、取得の効力が生じるＡ種優先株式以外の株式対価取得請求に係るＡ

種優先株式については、株式対価取得請求がなされなかったものとみなす。なお、当該一部取得を行うに

あたり、取得するＡ種優先株式は、抽選、株式対価取得請求がなされたＡ種優先株式の数に応じた比例按

分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。また、株式対価取得

請求に係るＡ種優先株式を当会社が取得と同時に消却する場合、かかる消却による発行済株式総数の減

少を考慮して、取得の効力が生じるＡ種優先株式の数を決する。

「剰余授権株式数」とは、(ⅰ)当該株式対価取得請求日における定款に定める当会社の発行可能株式総

数より、(ⅱ)①当該株式対価取得請求日における発行済株式の総数 (自己株式を除く。)、及び②当該株

式対価取得請求日に発行されている新株予約権 (新株予約権付社債に付された新株予約権を含む。ただ

し、当該株式対価取得請求日において行使することができる期間の初日が到来していないものを除く。)

の全てが行使されたものとみなした場合に発行されるべき株式の数の合計数を控除した数をいう。

「請求対象普通株式総数」とは、Ａ種優先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行った

Ａ種優先株式に係る払込金額の総額(ただし、Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理

的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とす

る。)を、当該株式対価取得請求日における下記９項第(3)号に定める転換価額で除して算出される数(小

数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。)の総数をいう。

(3) 株式対価取得請求により交付する普通株式数の算定方法

上記９項第(1)号の株式対価取得請求に基づき当会社がＡ種優先株式の取得と引換えにＡ種優先株主に

対し交付すべき当会社の普通株式数は、当該Ａ種優先株式に係る払込金額の総額(ただし、Ａ種優先株式

について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会

により合理的に調整された額の総額とする。)を、本号に定める転換価額で除して算出される数(小数第

１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。)とする。なお、Ａ種優先株式を取得するのと引換えに交

付すべき普通株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じたときは、会社法第167条第３項に従い現金

を交付する。

ａ.当初転換価額

当初の転換価額は、(i)給付期日(割当日)の翌日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東

京証券取引所(以下「東京証券取引所」という。)における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値

(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)、又は(ⅱ)給付期日(割当日)の翌日に先立つ45

取引日目 (ただし、終値のない日は取引日に含めない。)に始まる30取引日(ただし、終値のない日は取

引日に含めない。)の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の

いずれか高い方(ただし、下限は110円とする。)とする。その計算は、円位未満小数第２位まで算出し、

その小数第２位を四捨五入する。

ｂ.転換価額の修正

転換価額は、2018年３月１日から2027年９月30日までの期間中、毎年３月１日に、当該日に先立つ45取

引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の各取引日の売買高加重

平均価格(以下「ＶＷＡＰ価格」という。)として東京証券取引所において公表される価格の単純平均

価格(ただし、上記30連続取引日において東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない日が

存在する場合には、上記単純平均価格の算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出するもの

とする。)に相当する金額(以下「修正後転換価額」という。)に修正される。その計算は、円位未満小数

第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当初

転換価額の300％に相当する金額(以下「上限転換価額」という。ただし、下記ｃ.に定める転換価額の

調整が行われた場合には上限転換価額にも必要な調整が行われる。)を上回る場合には、上限転換価額

をもって修正後転換価額とし、修正後転換価額が当初転換価額の45％に相当する金額(以下「下限転

換価額」という。ただし、下記ｃ.に定める転換価額の調整が行われた場合には下限転換価額にも必要

な調整が行われる。)を下回る場合には、下限転換価額をもって修正後転換価額とする。
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ｃ.転換価額の調整

ⅰ．転換価額調整式

当会社は、Ａ種優先株式の発行後、下記本号ⅱ.に掲げる各事由により当会社の普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合には、次に定める算式(以下「転換価額調整式」と

いう。)をもって転換価額を調整する。転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を四捨五入する。

　 　 　 　 既発行
株式数

＋
交付株式数 × １株当たりの払込金額

調 整 後
転換価額

＝
調 整 前
転換価額

×
時価

既発行株式数 ＋ 交付株式数

上記転換価額調整式において使用する「時価」は、調整後の転換価額を適用する日(ただし、下記本

号ⅲ.の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の

普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とする。こ

の場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

上記転換価額調整式で使用する「既発行株式数」は、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合はその日、また、当該基準日がない場合は、調整後の転換価額を

適用する日の１か月前の日における当会社の発行済普通株式数から、当該日における当会社の有す

る当会社の普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記本号ⅱ.又は本号ⅲ.に基づき交付株

式数とみなされた当会社の普通株式のうち未だ交付されていない当会社の普通株式の株式数を加

えた数とする。また、当会社の普通株式の株式分割が行われる場合には、転換価額調整式で使用する

交付株式数は、基準日における当会社の有する当会社の普通株式に割当てられる当会社の普通株式

数を含まないものとする。

ⅱ．転換価額調整事由

転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。

(ⅰ) 上記本号ⅰ.に定める時価を下回る払込金額をもって当会社の普通株式を交付する場合(ただ

し、下記本号(ⅱ)の場合、取得と引換えに当会社の普通株式が交付される証券の取得により当

会社の普通株式を交付する場合、当会社の普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約

権付社債に付された新株予約権を含む。)の行使により当会社の普通株式を交付する場合又は

当会社が存続会社となる合併若しくは完全親会社となる株式交換により当会社の普通株式を

交付する場合を除く。)。

調整後の転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最

終日とする。以下同じ。)の翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅱ) 当会社の普通株式の株式分割又は当会社の普通株式の無償割当てをする場合。

調整後の転換価額は、株式分割の場合は当該株式の分割に係る基準日の翌日以降、無償割当て

の場合は無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当会社の普通株式の

無償割当てについて、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅲ) 上記本号ⅰ.に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株式を交付する定めがある取

得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付され

た新株予約権を含む。)又は上記本号ⅰ.に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株

式の交付を受けることができる新株予約権(新株予約権付社債に付された新株予約権を含

む。)を発行する場合。

調整後の転換価額は、取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権(新

株予約権付社債に付された新株予約権を含む。)又は新株予約権(新株予約権付社債に付され

た新株予約権を含む。)の全てが当初の条件で行使されたものとみなして転換価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日(新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日)の翌

日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅳ) 普通株式の株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価

額を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
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ⅲ．その他の転換価額の調整

上記本号ii.の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、当会社

取締役会が判断する合理的な転換価額に調整を行う。

(ⅰ) 合併(合併により当会社が消滅する場合を除く。)、株式交換又は会社分割のために転換価額の

調整を必要とするとき。

(ⅱ) その他当会社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調

整を必要とするとき。

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価

額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

ⅳ．転換価額による調整を行わない場合

転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にと

どまる限りは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、かかる調整後転換価額は、その後転換価

額の調整を必要とする事由が発生した場合の転換価額調整式において調整前転換価額とする。

ⅴ．転換価額の調整が行われる場合には、当会社は、関連事項決定後直ちに、Ａ種優先株主又はＡ種優先

登録株式質権者に対して、その旨並びにその事由、調整後の転換価額、適用の日及びその他の必要事

項を通知しなければならない。

(4) 株式対価取得請求の競合

本９項に基づくＡ種優先株式の株式対価取得請求日にＡ種優先株式の取得の対価として交付されるべ

き普通株式数、並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｅ種優先株

式及びＦ種優先株式の取得の対価として交付されるべき普通株式数の合計数が剰余授権株式数を上回

る場合には、取得と引換えに当会社の発行が予定されている普通株式の株数に応じた比例按分の方法又

はその他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって取得を行うものとする。 

10．普通株式を対価とする取得条項

(1) 取得条項の内容

当会社は、2027年10月１日以降の日で、当会社が別途取締役会の決議で定める一定の日(以下「株式対価

強制取得日」という。)に、交付する当会社の普通株式の数が当該株式対価強制取得日における剰余授権

株式数を超えない限度で、当会社の普通株式を交付するのと引換えに、Ａ種優先株式の全部又は一部を

取得することができる。この場合、当会社は、Ａ種優先株式の取得と引換えに、当該Ａ種優先株式に係る

払込金額の総額(ただし、Ａ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事

由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とする。)を、株式対価強制

取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の各取

引日のＶＷＡＰ価格として東京証券取引所において公表される価格の単純平均価格(ただし、上記30連

続取引日において東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない日が存在する場合には、上記単

純平均価格の算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出するものとする。この場合、円位未満小

数第２位まで算出して小数第２位を四捨五入する。)に相当する金額で除した数の当会社の普通株式を

交付する。なお、当該株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、会社法第234条に従い現

金を交付する。

(2) 一部強制取得

Ａ種優先株式の一部につき本項に基づく取得を行う場合は、按分比例、抽選その他当会社の取締役会が

定める合理的な方法によって取得を行うものとする。

11．除斥期間

当会社定款の配当金の除斥期間に関する規定は、Ａ種優先配当及びＡ種優先中間配当に係る支払いについ

てこれを準用する。
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８　Ｂ種優先株式について定款で次のとおり定めております。

１．優先配当金

(1) Ｂ種優先配当金

ａ.Ｂ種優先配当金の配当

当会社は、2012年４月１日以降、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録

株式質権者に対して剰余金の配当をするときは、同日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種優

先株式を有する株主(以下「Ｂ種優先株主」という。)又はＢ種優先株式の登録株式質権者(以下「Ｂ

種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)又は普

通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき、

本項第ｂ.号に定める金額(以下「Ｂ種優先配当金額」という。)の金銭による剰余金の配当(以下「Ｂ

種優先配当」という。)を行う。ただし、当該事業年度において、第２項に従ってＢ種優先中間配当(第

２項において定義される。)を行った場合には、当該Ｂ種優先中間配当の金額を控除した額をＢ種優先

配当金額とする。また、ある事業年度につき、Ｂ種優先配当金額とＢ種優先中間配当の金額の合計額は

100,000円(ただし、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が

発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)を上限とし、当該金額を超

えて剰余金の配当を行わない。

当会社は、上記に定めるＢ種優先配当以外には、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し、剰

余金の配当を行わない。

ｂ.Ｂ種優先配当金の金額

Ｂ種優先配当金額は、Ｂ種優先株式の１株当たりの払込金額(1,000,000円。ただし、Ｂ種優先株式につ

いて、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会に

より合理的に調整された額とする。)に優先配当年率(以下に定義される。)を乗じて算出した額(ただ

し、１円未満は切り捨て)とする。

「優先配当年率」とは、Ｂ種優先配当又はＢ種優先中間配当の基準日の属する事業年度の４月１日

(当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日)の日本円ＴＩＢＯＲ (６ヵ月物)(以下に定義され

る。)＋1.2％の利率をいう。優先配当年率は％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入

する。

「日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物)」とは、午前11時における日本円６ヵ月物トーキョー・インター・バ

ンク・オファード・レート(日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物))として全国銀行協会によって公表される

数値を指すものとする。日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物)が公表されない場合には、同日(当日が銀行休業

日の場合は直前の銀行営業日)ロンドン時間午前11時にスクリーンページに表示されるユーロ円６ヵ

月物ロンドン・インター・バンク・オファード・レート(ユーロ円ＬＩＢＯＲ(６ヵ月物))として英

国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いる。

(2) 累積条項

ある事業年度において、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の配当の金額

の合計額がＢ種優先配当金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積する。累積した不足

額(以下「累積未払Ｂ種優先配当金額」という。)については、当該翌事業年度以降、その事業年度のＢ種

優先配当及び普通株主又は普通登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立ち、Ｂ種優先株主又はＢ種

優先登録株式質権者に対して配当する。

(3) 非参加条項

Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金額及び累積未払Ｂ種優先配当金

額(もしあれば)の合計額を超えて剰余金の配当は行わない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で

行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当又は当会社

が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定

される剰余金の配当についてはこの限りではない。

２．優先中間配当金

当会社は、2012年４月１日以降、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株式

質権者に対して中間配当を行うときは、同日の最終の株主名簿に記載又は記録されたＢ種優先株主又はＢ

種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき、Ｂ種

優先株式の払込金額 (1,000,000円。ただし、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に

必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に優先配当

年率の２分の１を乗じて算出した金額(ただし、１円未満は切り捨て)の金銭による剰余金の配当(以下

「Ｂ種優先中間配当」という。)を行う。
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３．残余財産の分配

(1) 当会社は、残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は

普通登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株当たりの残余財産分配価額として、1,000,000円(ただ

し、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に、残余財産の分配時点における累積未払Ｂ

種優先配当金額(もしあれば)の合計額を加えた金額を支払う。Ｂ種優先株式と同順位の他の優先株式そ

の他の証券(以下「同順位証券」という。)が単一又は複数存在し、Ｂ種優先株式及び同順位証券の保有

者の有する残余財産分配請求権の額の合計額が当会社の残余財産の額を超える場合には、Ｂ種優先株式

及び同順位証券の保有者に対して支払われる残余財産の分配価額は、その株数及びその払込金額に応じ

た比例按分の方法により決定する。

(2) Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

４．優先順位

(1) Ｂ種優先株式の剰余金の配当の支払順位は、Ａ種優先株式と同順位とし、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株

式に優先する。

(2) Ｂ種優先株式の残余財産の分配順位は、Ａ種優先株式と同順位とし、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式に

劣後する。

５．議決権

Ｂ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

６．優先株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等

(1) 当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について株式の分割又は併合を行わない。

(2) 当会社は、Ｂ種優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権

利を与えず、また、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。

７．金銭を対価とする取得請求権

(1) 取得請求権の内容

Ｂ種優先株主は、当会社に対し、2018年３月１日以降いつでも、当会社に対してＢ種優先株式の全部又は

一部の取得と引換えに金銭を交付することを請求(以下「金銭対価取得請求」という。)することができ

る。当会社は、かかる請求がなされた場合には、当該金銭対価取得請求が効力を生じた日(以下「金銭対

価取得請求日」という。)における取得上限額(本７項第(2)号において定義される。)を限度として法令

上可能な範囲で、当該金銭対価取得請求日に、Ｂ種優先株式の全部又は一部の取得と引換えに、金銭の交

付を行うものとする。この場合において、取得上限額を超えて金銭対価取得請求がなされた場合には、当

会社が取得すべきＢ種優先株式は金銭対価取得請求がなされた株数に応じた比例按分の方法により決

定する。

(2) 取得価額

金銭対価取得請求が行われた場合におけるＢ種優先株式１株当たりの取得価額は、1,000,000円(ただ

し、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に、金銭対価取得請求日における累積未払Ｂ

種優先配当金額(もしあれば)の合計額、及び当該金銭対価取得請求日が属する事業年度末日を基準日と

するＢ種優先配当に係るＢ種優先配当金額に当該事業年度に属する４月１日(同日を含む。)から当該金

銭対価取得請求日(同日を含む。)までの日数を乗じ365で除して算出した額 (１円未満は四捨五入)を加

えた金額とする。

「取得上限額」は、金銭対価取得請求がなされた事業年度の直前の事業年度末日(以下「分配可能額計

算日」という。)における分配可能額(会社法第461条第２項に定めるものをいう。以下同じ。)を基準と

し、当該分配可能額が150億円を超えている場合において、当該分配可能額より150億円を控除した金額

から、分配可能額計算日の翌日以降当該金銭対価取得請求日(同日を含まない。)までの間において、(1)

当会社株式に対してなされた剰余金の配当、並びに(2)本７項若しくは第８項又はＡ種優先株式、Ｅ種優

先株式若しくはＦ種優先株式の発行要項に基づいて金銭を対価として取得された、若しくは取得するこ

とを当会社取締役会において決議されたＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式

の取得価額の合計を減じた額とする。ただし、取得上限額がマイナスの場合は０円とする。

(3) 金銭対価取得請求の競合

本７項に基づくＢ種優先株式の取得並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式、Ｂ種

優先株式、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式の取得に必要な金額の合計が、当該日における取得上限額を

超える場合、当会社が取得すべき株式は、取得と引換えに金銭を交付することとなる各種優先株式の取

得に必要な金額に応じた比例按分の方法又はその他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって

取得がなされるものとする。
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８．金銭を対価とする取得条項

(1) 取得条項の内容

当会社は、2012年４月１日以降いつでも、当会社の取締役会が別に定める日(以下 「金銭対価強制取得

日」という。)の到来をもって、当会社がＢ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該金

銭対価強制取得日における分配可能額を限度として、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対し

て金銭を交付することができる(以下 「金銭対価強制取得」という。)。なお、一部取得を行う場合にお

いて取得するＢ種優先株式は、抽選、比例按分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって

決定されるものとする。

(2) 取得価額

金銭対価強制取得が行われる場合におけるＢ種優先株式１株当たりの取得価額は、1,000,000円(ただ

し、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に115％を乗じた額に、当該金銭対価強制取得

日が属する事業年度の末日を基準日とするＢ種優先配当に係るＢ種優先配当金額に当該事業年度に属

する４月１日 (同日を含む。)から当該金銭対価強制取得日(同日を含む。)までの日数を乗じ365で除し

て算出した額(１円未満は四捨五入)及び当該金銭対価強制取得日における累積未払Ｂ種優先配当金額

(もしあれば)の合計額を加えた金額とする。

９．普通株式を対価とする取得請求権

(1) 取得請求権の内容

Ｂ種優先株主は、2019年３月１日から2029年９月30日までの期間中、本９項第(3)号に定める条件で、当

会社がＢ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに当会社の普通株式を交付することを請求

することができる(以下「株式対価取得請求」という。)。

(2) 株式対価取得請求の制限

前号にかかわらず、株式対価取得請求の日(以下「株式対価取得請求日」という。)において、剰余授権株

式数(以下に定義される。)が請求対象普通株式総数(以下に定義される。)を下回る場合には、(ⅰ)Ｂ種優

先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行ったＢ種優先株式の数に、(ⅱ)剰余授権株式

数を請求対象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数(小数第１位まで算出し、その小数第１位を

切り捨てる。)のＢ種優先株式についてのみ、当該Ｂ種優先株主の株式対価取得請求に基づくＢ種優先株

式の取得の効力が生じるものとし、取得の効力が生じるＢ種優先株式以外の株式対価取得請求に係るＢ

種優先株式については、株式対価取得請求がなされなかったものとみなす。なお、当該一部取得を行うに

あたり、取得するＢ種優先株式は、抽選、株式対価取得請求がなされたＢ種優先株式の数に応じた比例按

分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。また、株式対価取得

請求に係るＢ種優先株式を当会社が取得と同時に消却する場合、かかる消却による発行済株式総数の減

少を考慮して、取得の効力が生じるＢ種優先株式の数を決する。

「剰余授権株式数」とは、(ⅰ)当該株式対価取得請求日における定款に定める当会社の発行可能株式総

数より、(ⅱ)①当該株式対価取得請求日における発行済株式の総数 (自己株式を除く。)、及び②当該株

式対価取得請求日に発行されている新株予約権 (新株予約権付社債に付された新株予約権を含む。ただ

し、当該株式対価取得請求日において行使することができる期間の初日が到来していないものを除く。)

の全てが行使されたものとみなした場合に発行されるべき株式の数の合計数を控除した数をいう。

「請求対象普通株式総数」とは、Ｂ種優先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行った

Ｂ種優先株式に係る払込金額の総額(ただし、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理

的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とす

る。)を、当該株式対価取得請求日における下記９項第(3)号に定める転換価額で除して算出される数(小

数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。)の総数をいう。

(3) 株式対価取得請求により交付する普通株式数の算定方法

上記９項第(1)号の株式対価取得請求に基づき当会社がＢ種優先株式の取得と引換えにＢ種優先株主に

対し交付すべき当会社の普通株式数は、当該Ｂ種優先株式に係る払込金額の総額(ただし、Ｂ種優先株式

について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会

により合理的に調整された額の総額とする。)を、本号に定める転換価額で除して算出される数(小数第

１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。)とする。なお、Ｂ種優先株式を取得するのと引換えに交

付すべき普通株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じたときは、会社法第167条第３項に従い現金

を交付する。
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ａ.当初転換価額

当初の転換価額は、(ⅰ)給付期日(割当日)の翌日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東

京証券取引所(以下「東京証券取引所」という。)における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値

(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)、又は(ⅱ)給付期日(割当日)の翌日に先立つ45

取引日目 (ただし、終値のない日は取引日に含めない。)に始まる30取引日(ただし、終値のない日は取

引日に含めない。)の東京証券取引所における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値の平均値の

いずれか高い方(ただし、下限は110円とする。) とする。その計算は、円位未満小数第２位まで算出し、

その小数第２位を四捨五入する。

ｂ.転換価額の修正

転換価額は、2020年３月１日から2029年９月30日までの期間中、毎年３月１日に、当該日に先立つ45取

引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の各取引日の売買高加重

平均価格(以下「ＶＷＡＰ価格」という。) として東京証券取引所において公表される価格の単純平

均価格(ただし、上記30連続取引日において東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない日

が存在する場合には、上記単純平均価格の算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出するも

のとする。)に相当する金額(以下「修正後転換価額」という。)に修正される。その計算は、円位未満小

数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額が当

初転換価額の300％に相当する金額(以下「上限転換価額」という。ただし、下記ｃ.に定める転換価額

の調整が行われた場合には上限転換価額にも必要な調整が行われる。) を上回る場合には、上限転換

価額をもって修正後転換価額とし、修正後転換価額が当初転換価額の45％に相当する金額(以下「下

限転換価額」という。ただし、下記ｃ.に定める転換価額の調整が行われた場合には下限転換価額にも

必要な調整が行われる。)を下回る場合には、下限転換価額をもって修正後転換価額とする。

ｃ.転換価額の調整

ⅰ．転換価額調整式

当会社は、Ｂ種優先株式の発行後、下記本号ⅱ.に掲げる各事由により当会社の普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合には、次に定める算式(以下「転換価額調整式」と

いう。)をもって転換価額を調整する。転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を四捨五入する。

　 　 　 　 既発行
株式数

＋
交付株式数 × １株当たりの払込金額

調 整 後
転換価額

＝
調 整 前
転換価額

×
時価

既発行株式数 ＋ 交付株式数

上記転換価額調整式において使用する「時価」は、調整後の転換価額を適用する日(ただし、下記本

号ⅲ.の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の

普通株式の普通取引の毎日の終値 (気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

上記転換価額調整式で使用する「既発行株式数」は、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合はその日、また、当該基準日がない場合は、調整後の転換価額を

適用する日の１か月前の日における当会社の発行済普通株式数から、当該日における当会社の有す

る当会社の普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記本号ⅱ.又は本号ⅲ.に基づき交付株

式数とみなされた当会社の普通株式のうち未だ交付されていない当会社の普通株式の株式数を加

えた数とする。また、当会社の普通株式の株式分割が行われる場合には、転換価額調整式で使用する

交付株式数は、基準日における当会社の有する当会社の普通株式に割当てられる当会社の普通株式

数を含まないものとする。

ⅱ．転換価額調整事由

転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。

(ⅰ) 上記本号ⅰ.に定める時価を下回る払込金額をもって当会社の普通株式を交付する場合(ただ

し、下記本号(ⅱ)の場合、取得と引換えに当会社の普通株式が交付される証券の取得により当

会社の普通株式を交付する場合、当会社の普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約

権付社債に付された新株予約権を含む。)の行使により当会社の普通株式を交付する場合又は

当会社が存続会社となる合併若しくは完全親会社となる株式交換により当会社の普通株式を

交付する場合を除く。)。

調整後の転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最

終日とする。以下同じ。)の翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

EDINET提出書類

株式会社ＣＳＫ(E04786)

四半期報告書

20/64



　
(ⅱ) 当会社の普通株式の株式分割又は当会社の普通株式の無償割当てをする場合。

調整後の転換価額は、株式分割の場合は当該株式の分割に係る基準日の翌日以降、無償割当て

の場合は無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当会社の普通株式の

無償割当てについて、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅲ) 上記本号ⅰ.に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株式を交付する定めがある取

得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付され

た新株予約権を含む。)又は上記本号ⅰ.に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株

式の交付を受けることができる新株予約権(新株予約権付社債に付された新株予約権を含

む。)を発行する場合。

調整後の転換価額は、取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権(新

株予約権付社債に付された新株予約権を含む。)又は新株予約権(新株予約権付社債に付され

た新株予約権を含む。)の全てが当初の条件で行使されたものとみなして転換価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日(新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日)の翌

日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅳ) 普通株式の株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価

額を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

ⅲ．その他の転換価額の調整

上記本号ii.の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、当会社

取締役会が判断する合理的な転換価額に調整を行う。

(ⅰ) 合併(合併により当会社が消滅する場合を除く。)、株式交換又は会社分割のために転換価額の

調整を必要とするとき。

(ⅱ) その他当会社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調

整を必要とするとき。

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価

額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

ⅳ．転換価額による調整を行わない場合

転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にと

どまる限りは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、かかる調整後転換価額は、その後転換価

額の調整を必要とする事由が発生した場合の転換価額調整式において調整前転換価額とする。

ⅴ．転換価額の調整が行われる場合には、当会社は、関連事項決定後直ちに、Ｂ種優先株主又はＢ種優先

登録株式質権者に対して、その旨並びにその事由、調整後の転換価額、適用の日及びその他の必要事

項を通知しなければならない。

(4) 株式対価取得請求の競合

本９項に基づくＢ種優先株式の株式対価取得請求日にＢ種優先株式の取得の対価として交付されるべ

き普通株式数、並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｅ種優先株

式及びＦ種優先株式の取得の対価として交付されるべき普通株式数の合計数が剰余授権株式数を上回

る場合には、取得と引換えに当会社の発行が予定されている普通株式の株数に応じた比例按分の方法又

はその他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって取得を行うものとする。 
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10．普通株式を対価とする取得条項

(1) 取得条項の内容

当会社は、2029年10月１日以降の日で、当会社が別途取締役会の決議で定める一定の日(以下「株式対価

強制取得日」という。)に、交付する当会社の普通株式の数が当該株式対価強制取得日における剰余授権

株式数を超えない限度で、当会社の普通株式を交付するのと引換えに、Ｂ種優先株式の全部又は一部を

取得することができる。この場合、当会社は、Ｂ種優先株式の取得と引換えに、当該Ｂ種優先株式に係る

払込金額の総額(ただし、Ｂ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事

由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とする。)を、株式対価強制

取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の各取

引日のＶＷＡＰ価格として東京証券取引所において公表される価格の単純平均価格(ただし、上記30連

続取引日において東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない日が存在する場合には、上記単

純平均価格の算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出するものとする。この場合、円位未満小

数第２位まで算出して小数第２位を四捨五入する。)に相当する金額で除した数の当会社の普通株式を

交付する。なお、当該株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、会社法第234条に従い現

金を交付する。

(2) 一部強制取得

Ｂ種優先株式の一部につき本項に基づく取得を行う場合は、按分比例、抽選その他当会社の取締役会が

定める合理的な方法によって取得を行うものとする。

11．除斥期間

当会社定款の配当金の除斥期間に関する規定は、Ｂ種優先配当及びＢ種優先中間配当に係る支払いについ

てこれを準用する。

９　Ｅ種優先株式について定款で次のとおり定めております。

１．優先配当金

(1) Ｅ種優先配当金

ａ.Ｅ種優先配当金の配当

当会社は、2014年４月１日から2019年３月31日までの期間、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又

は記録された株主又は登録株式質権者に対して剰余金の配当をするときは、同日の最終の株主名簿に

記載又は記録されたＥ種優先株式を有する株主(以下 「Ｅ種優先株主」という。)又はＥ種優先株式

の登録株式質権者(以下「Ｅ種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下

「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)に先立

ち、Ｅ種優先株式１株につき、本項第ｂ.号に定める金額(以下「Ｅ種優先配当金額」という。)の金銭

による剰余金の配当(以下「Ｅ種優先配当」という。)を行う。ただし、当該事業年度において、第２項

に従ってＥ種優先中間配当(第２項において定義される。)を行った場合には、当該Ｅ種優先中間配当

の金額を控除した額をＥ種優先配当金額とする。また、ある事業年度につき、Ｅ種優先配当金額とＥ種

優先中間配当の金額の合計額は110,000円(ただし、Ｅ種優先株式について、株式分割、併合その他調整

が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額とす

る。)を上限とし、当該金額を超えて剰余金の配当を行わない。

当会社は、上記に定めるＥ種優先配当以外には、Ｅ種優先株主又はＥ種優先登録株式質権者に対し、剰

余金の配当を行わない。

ｂ.Ｅ種優先配当金の金額

Ｅ種優先配当金額は、Ｅ種優先株式の１株当たりの払込金額(1,100,000円。ただし、Ｅ種優先株式につ

いて、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会に

より合理的に調整された額とする。)に優先配当年率(以下に定義される。)を乗じて算出した額(ただ

し、１円未満は切り捨て)とする。

「優先配当年率」とは、Ｅ種優先配当又はＥ種優先中間配当の基準日の属する事業年度の４月１日

(当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日)の日本円ＴＩＢＯＲ (６ヵ月物)(以下に定義され

る。)＋0.5％の利率をいう。優先配当年率は％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入

する。

「日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物)」とは、午前11時における日本円６ヵ月物トーキョー・インター・バ

ンク・オファード・レート(日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物))として全国銀行協会によって公表される

数値を指すものとする。日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物)が公表されない場合には、同日(当日が銀行休業

日の場合は直前の銀行営業日)ロンドン時間午前11時にスクリーンページに表示されるユーロ円６ヵ

月物ロンドン・インター・バンク・オファード・レート(ユーロ円ＬＩＢＯＲ(６ヵ月物))として英

国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いる。

(2) 非累積条項

ある事業年度において、Ｅ種優先株主又はＥ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の額がＥ種優

先配当金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。
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(3) 非参加条項

Ｅ種優先株主又はＥ種優先登録株式質権者に対しては、Ｅ種優先配当金額を超えて剰余金の配当は行わ

ない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条

第７号ロに規定される剰余金の配当又は当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号

ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

２．優先中間配当金

当会社は、2014年４月１日から2019年３月31日までの期間、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記

録された株主又は登録株式質権者に対して中間配当を行うときは、同日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＥ種優先株主又はＥ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｅ

種優先株式１株につき、Ｅ種優先株式の１株当たりの払込金額(1,100,000円。ただし、Ｅ種優先株式につい

て、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合

理的に調整された額とする。)に優先配当年率の２分の１を乗じて算出した金額(ただし、１円未満は切り

捨て)の金銭による剰余金の配当(以下「Ｅ種優先中間配当」という。)を行う。

３．残余財産の分配

(1) 当会社は、残余財産を分配するときは、Ｅ種優先株主又はＥ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は

普通登録株式質権者に先立ち、Ｅ種優先株式１株当たりの残余財産分配価額として、1,100,000円(ただ

し、Ｅ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)を支払う。Ｅ種優先株式と同順位の他の優先

株式その他の証券(以下「同順位証券」という。)が単一又は複数存在し、Ｅ種優先株式及び同順位証券

の保有者の有する残余財産分配請求権の額の合計額が当会社の残余財産の額を超える場合には、Ｅ種優

先株式及び同順位証券の保有者に対して支払われる残余財産の分配価額は、その株数及びその払込金額

に応じた比例按分の方法により決定する。

(2) Ｅ種優先株主又はＥ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

４．優先順位

(1) Ｅ種優先株式の剰余金の配当の支払順位は、Ｆ種優先株式と同順位とし、Ａ種優先株式及びＢ種優先株

式に劣後する。

(2) Ｅ種優先株式の残余財産の分配順位は、Ｆ種優先株式と同順位とし、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式に

優先する。

５．議決権

Ｅ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

６．譲渡制限

譲渡によるＥ種優先株式の取得については、当会社の取締役会の承認を要する。

７．優先株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等

(1) 当会社は、法令に定める場合を除き、Ｅ種優先株式について株式の分割又は併合を行わない。

(2) 当会社は、Ｅ種優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権

利を与えず、また、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。

８．金銭を対価とする取得請求権

(1) 取得請求権の内容

Ｅ種優先株主は、当会社に対し、2020年３月１日以降いつでも、当会社に対してＥ種優先株式の全部又は

一部の取得と引換えに金銭を交付することを請求(以下「金銭対価取得請求」という。)することができ

る。当会社は、かかる請求がなされた場合には、当該金銭対価取得請求が効力を生じた日(以下「金銭対

価取得請求日」という。)における取得上限額(本８項第(2)号において定義される。)を限度として法令

上可能な範囲で、当該金銭対価取得請求日に、Ｅ種優先株式の全部又は一部の取得と引換えに、金銭の交

付を行うものとする。この場合において、取得上限額を超えて金銭対価取得請求がなされた場合には、当

会社が取得すべきＥ種優先株式は金銭対価取得請求がなされた株数に応じた比例按分の方法により決

定する。
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(2) 取得価額

金銭対価取得請求が行われた場合におけるＥ種優先株式１株当たりの取得価額は、1,100,000円(ただ

し、Ｅ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に、当該金銭対価取得請求日が属する事業年

度末日を基準日とするＥ種優先配当に係るＥ種優先配当金額に当該事業年度に属する４月１日(同日を

含む。)から当該金銭対価取得請求日(同日を含む。)までの日数を乗じ365で除して算出した額(１円未満

は四捨五入)を加えた金額とする。

「取得上限額」は、金銭対価取得請求がなされた事業年度の直前の事業年度末日(以下「分配可能額計

算日」という。)における分配可能額(会社法第461条第２項に定めるものをいう。以下同じ。)を基準と

し、当該分配可能額が150億円を超えている場合において、当該分配可能額より150億円を控除した金額

から、分配可能額計算日の翌日以降当該金銭対価取得請求日(同日を含まない。)までの間において、(1)

当会社株式に対してなされた剰余金の配当、並びに(2)本８項若しくは第９項又はＡ種優先株式、Ｂ種優

先株式若しくはＦ種優先株式の発行要項に基づいて金銭を対価として取得された、若しくは取得するこ

とを当会社取締役会において決議されたＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式

の取得価額の合計を減じた額とする。ただし、取得上限額がマイナスの場合は０円とする。

(3) 金銭対価取得請求の競合

本８項に基づくＥ種優先株式の取得並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式、Ｂ種

優先株式、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式の取得に必要な金額の合計が、当該日における取得上限額を

超える場合、当会社が取得すべき株式は、取得と引換えに金銭を交付することとなる各種優先株式の取

得に必要な金額に応じた比例按分の方法又はその他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって

取得がなされるものとする。

９．金銭を対価とする取得条項

(1) 取得条項の内容

当会社は、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の発行済株式の総数(ただし、当会社が保有するＡ種優先株式

及びＢ種優先株式の株式数を除く。)が最初に零となった日以降いつでも(ただし、2014年４月１日以降

に限る。)、当会社の取締役会が別に定める日 (以下「金銭対価強制取得日」 という。)の到来をもって、

当会社がＥ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該金銭対価強制取得日における分配

可能額を限度として、Ｅ種優先株主又はＥ種優先登録株式質権者に対して金銭を交付することができる

(以下「金銭対価強制取得」という。)。なお、一部取得を行う場合において取得するＥ種優先株式は、抽

選、比例按分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。

(2) 取得価額

金銭対価強制取得が行われる場合におけるＥ種優先株式１株当たりの取得価額は、1,100,000円(ただ

し、Ｅ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に、当該金銭対価強制取得日が属する事業年

度の末日を基準日とするＥ種優先配当に係るＥ種優先配当金額に当該事業年度に属する４月１日(同日

を含む。)から当該金銭対価強制取得日(同日を含む。)までの日数を乗じ365で除して算出した額(１円未

満は四捨五入)を加えた金額とする。

10．普通株式を対価とする取得請求権

(1) 取得請求権の内容

Ｅ種優先株主は、2011年９月１日以降いつでも、本10項第(3)号に定める条件で、当会社がＥ種優先株式

の全部又は一部を取得するのと引換えに当会社の普通株式を交付することを請求することができる(以

下「株式対価取得請求」という。)。
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(2) 株式対価取得請求の制限

前号にかかわらず、株式対価取得請求の日(以下「株式対価取得請求日」という。)において、剰余授権株

式数(以下に定義される。)が請求対象普通株式総数(以下に定義される。)を下回る場合には、(ⅰ)Ｅ種優

先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行ったＥ種優先株式の数に、(ⅱ)剰余授権株式

数を請求対象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数(小数第１位まで算出し、その小数第１位を

切り捨てる。)のＥ種優先株式についてのみ、当該Ｅ種優先株主の株式対価取得請求に基づくＥ種優先株

式の取得の効力が生じるものとし、取得の効力が生じるＥ種優先株式以外の株式対価取得請求に係るＥ

種優先株式については、株式対価取得請求がされなかったものとみなす。なお、当該一部取得を行うにあ

たり、取得するＥ種優先株式は、抽選、株式対価取得請求がなされたＥ種優先株式の数に応じた比例按分

その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。また、株式対価取得請

求に係るＥ種優先株式を当会社が取得と同時に消却する場合、かかる消却による発行済株式総数の減少

を考慮して、取得の効力が生じるＥ種優先株式の数を決する。

「剰余授権株式数」とは、(ⅰ)当該株式対価取得請求日における定款に定める当会社の発行可能株式総

数より、(ⅱ)①当該株式対価取得請求日における発行済株式の総数(自己株式を除く。)、及び②当該株式

対価取得請求日に発行されている新株予約権 (新株予約権付社債に付された新株予約権を含む。ただ

し、当該株式対価取得請求日において行使することができる期間の初日が到来していないものを除く。)

の全てが行使されたものとみなした場合に発行されるべき株式の数の合計数を控除した数をいう。

「請求対象普通株式総数」とは、Ｅ種優先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行った

Ｅ種優先株式に係る払込金額の総額(ただし、Ｅ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理

的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とす

る。)を、当該株式対価取得請求日における下記10項第(3)号に定める転換価額で除して算出される数(小

数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。)の総数をいう。

(3) 株式対価取得請求により交付する普通株式数の算定方法

上記10項第(1)号の株式対価取得請求に基づき当会社がＥ種優先株式の取得と引換えにＥ種優先株主に

対し交付すべき当会社の普通株式数は、当該Ｅ種優先株式に係る払込金額の総額(ただし、Ｅ種優先株式

について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会

により合理的に調整された額の総額とする。)を、本号に定める転換価額で除して算出される数(小数第

１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。)とする。なお、Ｅ種優先株式を取得するのと引換えに交

付すべき普通株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じたときは、会社法第167条第３項に従い現金

を交付する。

ａ.当初転換価額

当初の転換価額は、110円とする。

ｂ.転換価額の修正

転換価額は、2012年以降毎年３月１日に、当該日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の株式会

社東京証券取引所(以下「東京証券取引所」という。)における当会社の普通株式の各取引日の売買高

加重平均価格(以下「ＶＷＡＰ価格」という。)として東京証券取引所において公表される価格の単純

平均価格(ただし、上記30連続取引日において東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない

日が存在する場合には、上記単純平均価格の算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出する

ものとする。)に相当する金額(以下「修正後転換価額」 という。)に修正される。その計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額

が当初転換価額を上回る場合には当初転換価額をもって修正後転換価額とし、修正後転換価額が当初

転換価額の70％に相当する金額(以下「下限転換価額」という。ただし、下記ｃ.に定める転換価額の

調整が行われた場合には下限転換価額にも必要な調整が行われる。)を下回る場合には下限転換価額

をもって修正後転換価額とする。

ｃ.転換価額の調整

ⅰ．転換価額調整式

当会社は、Ｅ種優先株式の発行後、下記本号ⅱ.に掲げる各事由により当会社の普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合には、次に定める算式(以下「転換価額調整式」と

いう。)をもって転換価額を調整する。転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を四捨五入する。

　 　 　 　 既発行
株式数

＋
交付株式数 × １株当たりの払込金額

調 整 後
転換価額

＝
調 整 前
転換価額

×
時価

既発行株式数 ＋ 交付株式数
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上記転換価額調整式において使用する「時価」は、調整後の転換価額を適用する日(ただし、下記本

号ⅲ.の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の

普通株式の普通取引の毎日の終値 (気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

上記転換価額調整式で使用する「既発行株式数」は、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合はその日、また、当該基準日がない場合は、調整後の転換価額を

適用する日の１か月前の日における当会社の発行済普通株式数から、当該日における当会社の有す

る当会社の普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記本号ⅱ.又は本号ⅲ.に基づき交付株

式数とみなされた当会社の普通株式のうち未だ交付されていない当会社の普通株式の株式数を加

えた数とする。また、当会社の普通株式の株式分割が行われる場合には、転換価額調整式で使用する

交付株式数は、基準日における当会社の有する当会社の普通株式に割当てられる当会社の普通株式

数を含まないものとする。

ⅱ．転換価額調整事由

転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。

(ⅰ) 上記本号ⅰ.に定める時価を下回る払込金額をもって当会社の普通株式を交付する場合(ただ

し、下記本号(ⅱ)の場合、取得と引換えに当会社の普通株式が交付される証券の取得により当

会社の普通株式を交付する場合、当会社の普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約

権付社債に付された新株予約権を含む。)の行使により当会社の普通株式を交付する場合又は

当会社が存続会社となる合併若しくは完全親会社となる株式交換により当会社の普通株式を

交付する場合を除く。)。

調整後の転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最

終日とする。以下同じ。)の翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅱ) 当会社の普通株式の株式分割又は当会社の普通株式の無償割当てをする場合。

調整後の転換価額は、株式分割の場合は当該株式の分割に係る基準日の翌日以降、無償割当て

の場合は無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当会社の普通株式の

無償割当てについて、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅲ) 上記本号ⅰ.に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株式を交付する定めがある取

得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付され

た新株予約権を含む。)又は上記本号ⅰ.に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株

式の交付を受けることができる新株予約権(新株予約権付社債に付された新株予約権を含

む。)を発行する場合。

調整後の転換価額は、取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権(新

株予約権付社債に付された新株予約権を含む。)又は新株予約権(新株予約権付社債に付され

た新株予約権を含む。)の全てが当初の条件で行使されたものとみなして転換価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日(新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日)の翌

日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅳ) 普通株式の株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価

額を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

ⅲ．その他の転換価額の調整

上記本号ii.の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、当会社

取締役会が判断する合理的な転換価額に調整を行う。

(ⅰ) 合併(合併により当会社が消滅する場合を除く。)、株式交換又は会社分割のために転換価額の

調整を必要とするとき。

(ⅱ) その他当会社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調

整を必要とするとき。

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価

額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。
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ⅳ．転換価額による調整を行わない場合

転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にと

どまる限りは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、かかる調整後転換価額は、その後転換価

額の調整を必要とする事由が発生した場合の転換価額調整式において調整前転換価額とする。

ⅴ．転換価額の調整が行われる場合には、当会社は、関連事項決定後直ちに、Ｅ種優先株主又はＥ種優先

登録株式質権者に対して、その旨並びにその事由、調整後の転換価額、適用の日及びその他の必要事

項を通知しなければならない。

(4) 株式対価取得請求等の競合

本10項に基づくＥ種優先株式の株式対価取得請求日にＥ種優先株式の取得の対価として交付されるべ

き普通株式数、並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｅ種優先株

式及びＦ種優先株式の取得の対価として交付されるべき普通株式数の合計数が剰余授権株式数を上回

る場合には、取得と引換えに当会社の発行が予定されている普通株式の株数に応じた比例按分の方法又

はその他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって取得を行うものとする。

11．普通株式を対価とする取得条項

(1) 取得条項の内容

当会社は、2029年10月１日以降の日で、当会社が別途取締役会の決議で定める一定の日(以下「株式対価

強制取得日」という。)に、交付する当会社の普通株式の数が当該株式対価強制取得日における剰余授権

株式数を超えない限度で、当会社の普通株式を交付するのと引換えに、Ｅ種優先株式の全部又は一部を

取得することができる。この場合、当会社は、Ｅ種優先株式の取得と引換えに、当該Ｅ種優先株式に係る

払込金額の総額(ただし、Ｅ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事

由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とする。)を、株式対価強制

取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の各取

引日のＶＷＡＰ価格として東京証券取引所において公表される価格の単純平均価格(ただし、上記30連

続取引日において東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない日が存在する場合には、上記単

純平均価格の算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出するものとする。円位未満小数第２位

まで算出して小数第２位を四捨五入する。)に相当する金額(ただし、当該金額が下限転換価額を下回る

場合には、下限転換価額とする。)又はその直近の修正後転換価額のいずれか低い方の金額で除した数の

当会社の普通株式を交付する。なお、当該株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、会社

法第234条に従い現金を交付する。

(2) 一部強制取得

Ｅ種優先株式の一部につき本項に基づく取得を行う場合は、按分比例、抽選その他当会社の取締役会が

定める合理的な方法によって取得を行うものとする。

12．除斥期間

当会社定款の配当金の除斥期間に関する規定は、Ｅ種優先配当及びＥ種優先中間配当に係る支払いについ

てこれを準用する。

10　Ｆ種優先株式について定款で次のとおり定めております。

１．優先配当金

(1) Ｆ種優先配当金

ａ.Ｆ種優先配当金の配当

当会社は、2014年４月１日から2019年３月31日までの期間、毎年３月31日の最終の株主名簿に記載又

は記録された株主又は登録株式質権者に対して剰余金の配当をするときは、同日の最終の株主名簿に

記載又は記録されたＦ種優先株式を有する株主(以下 「Ｆ種優先株主」という。)又はＦ種優先株式

の登録株式質権者(以下「Ｆ種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下

「普通株主」という。)又は普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」という。)に先立

ち、Ｆ種優先株式１株につき、本項第b.号に定める金額(以下「Ｆ種優先配当金額」という。)の金銭に

よる剰余金の配当(以下「Ｆ種優先配当」という。)を行う。ただし、当該事業年度において、第２項に

従ってＦ種優先中間配当(第２項において定義される。)を行った場合には、当該Ｆ種優先中間配当の

金額を控除した額をＦ種優先配当金額とする。また、ある事業年度につき、Ｆ種優先配当金額とＦ種優

先中間配当の金額の合計額は110,000円(ただし、Ｆ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が

合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額とす

る。)を上限とし、当該金額を超えて剰余金の配当を行わない。

当会社は、上記に定めるＦ種優先配当以外には、Ｆ種優先株主又はＦ種優先登録株式質権者に対し、剰

余金の配当を行わない。
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ｂ.Ｆ種優先配当金の金額

Ｆ種優先配当金額は、Ｆ種優先株式の１株当たりの払込金額(1,100,000円。ただし、Ｆ種優先株式につ

いて、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会に

より合理的に調整された額とする。)に優先配当年率(以下に定義される。)を乗じて算出した額(ただ

し、１円未満は切り捨て)とする。

「優先配当年率」とは、Ｆ種優先配当又はＦ種優先中間配当の基準日の属する事業年度の４月１日

(当日が銀行休業日の場合は直前の銀行営業日)の日本円ＴＩＢＯＲ (６ヵ月物)(以下に定義され

る。)＋0.5％の利率をいう。優先配当年率は％未満小数第４位まで算出し、その小数第４位を四捨五入

する。

「日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物)」とは、午前11時における日本円(６ヵ月物)トーキョー・インター・

バンク・オファード・レート(日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物))として全国銀行協会によって公表され

る数値を指すものとする。日本円ＴＩＢＯＲ(６ヵ月物)が公表されない場合には、同日(当日が銀行休

業日の場合は直前の銀行営業日)ロンドン時間午前11時にスクリーンページに表示されるユーロ円

(６ヵ月物)ロンドン・インター・バンク・オファード・レート(ユーロ円ＬＩＢＯＲ(６ヵ月物))と

して英国銀行協会によって公表される数値又はこれに準ずるものと認められるものを用いる。

(2) 非累積条項

ある事業年度において、Ｆ種優先株主又はＦ種優先登録株式質権者に対して支払う剰余金の額がＦ種優

先配当金額に達しない場合、その不足額は翌事業年度以降に累積しない。

(3) 非参加条項

Ｆ種優先株主又はＦ種優先登録株式質権者に対しては、Ｆ種優先配当金額を超えて剰余金の配当は行わ

ない。ただし、当会社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第758条第８号ロ若しくは同法第760条

第７号ロに規定される剰余金の配当又は当会社が行う新設分割手続の中で行われる同法第763条第12号

ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配当についてはこの限りではない。

２．優先中間配当金

当会社は、2014年４月１日から2019年３月31日までの期間、毎年９月30日の最終の株主名簿に記載又は記

録された株主又は登録株式質権者に対して中間配当を行うときは、同日の最終の株主名簿に記載又は記録

されたＦ種優先株主又はＦ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は普通登録株式質権者に先立ち、Ｆ

種優先株式１株につき、Ｆ種優先株式の１株当たりの払込金額(1,100,000円。ただし、Ｆ種優先株式につい

て、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合

理的に調整された額とする。)に優先配当年率の２分の１を乗じて算出した金額(ただし、１円未満は切り

捨て)の金銭による剰余金の配当(以下「Ｆ種優先中間配当」という。)を行う。

３．残余財産の分配

(1) 当会社は、残余財産を分配するときは、Ｆ種優先株主又はＦ種優先登録株式質権者に対し、普通株主又は

普通登録株式質権者に先立ち、Ｆ種優先株式１株当たりの残余財産分配価額として、1,100,000円(ただ

し、Ｆ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)を支払う。Ｆ種優先株式と同順位の他の優先

株式その他の証券(以下「同順位証券」という。)が単一又は複数存在し、Ｆ種優先株式及び同順位証券

の保有者の有する残余財産分配請求権の額の合計額が当会社の残余財産の額を超える場合には、Ｆ種優

先株式及び同順位証券の保有者に対して支払われる残余財産の分配価額は、その株数及びその払込金額

に応じた比例按分の方法により決定する。

(2) Ｆ種優先株主又はＦ種優先登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の分配を行わない。

４．優先順位

(1) Ｆ種優先株式の剰余金の配当の支払順位は、Ｅ種優先株式と同順位とし、Ａ種優先株式及びＢ種優先株

式に劣後する。

(2) Ｆ種優先株式の残余財産の分配順位は、Ｅ種優先株式と同順位とし、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式に

優先する。

５．議決権

Ｆ種優先株主は、株主総会において議決権を有しない。

６．譲渡制限

譲渡によるＦ種優先株式の取得については、当会社の取締役会の承認を要する。

７．優先株式の併合又は分割、募集株式の割当てを受ける権利等

(1) 当会社は、法令に定める場合を除き、Ｆ種優先株式について株式の分割又は併合を行わない。

(2) 当会社は、Ｆ種優先株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権

利を与えず、また、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。
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８．金銭を対価とする取得請求権

(1) 取得請求権の内容

Ｆ種優先株主は、当会社に対し、2020年３月１日以降いつでも、当会社に対してＦ種優先株式の全部又は

一部の取得と引換えに金銭を交付することを請求(以下「金銭対価取得請求」という。)することができ

る。当会社は、かかる請求がなされた場合には、当該金銭対価取得請求が効力を生じた日(以下「金銭対

価取得請求日」という。)における取得上限額(本８項第(2)号において定義される。)を限度として法令

上可能な範囲で、当該金銭対価取得請求日に、Ｆ種優先株式の全部又は一部の取得と引換えに、金銭の交

付を行うものとする。この場合において、取得上限額を超えて金銭対価取得請求がなされた場合には、当

会社が取得すべきＦ種優先株式は金銭対価取得請求がなされた株数に応じた比例按分の方法により決

定する。

(2) 取得価額

金銭対価取得請求が行われた場合におけるＦ種優先株式１株当たりの取得価額は、1,100,000円(ただ

し、Ｆ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に、当該金銭対価取得請求日が属する事業年

度末日を基準日とするＦ種優先配当に係るＦ種優先配当金額に当該事業年度に属する４月１日(同日を

含む。)から当該金銭対価取得請求日(同日を含む。)までの日数を乗じ365で除して算出した額(１円未満

は四捨五入)を加えた金額とする。

「取得上限額」は、金銭対価取得請求がなされた事業年度の直前の事業年度末日(以下「分配可能額計

算日」という。)における分配可能額(会社法第461条第２項に定めるものをいう。以下同じ。)を基準と

し、当該分配可能額が150億円を超えている場合において、当該分配可能額より150億円を控除した金額

から、分配可能額計算日の翌日以降当該金銭対価取得請求日(同日を含まない。)までの間において、(1)

当会社株式に対してなされた剰余金の配当、並びに(2)本８項若しくは第９項又はＡ種優先株式、Ｂ種優

先株式若しくはＥ種優先株式の発行要項に基づいて金銭を対価として取得された、若しくは取得するこ

とを当会社取締役会において決議されたＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式

の取得価額の合計を減じた額とする。ただし、取得上限額がマイナスの場合は０円とする。

(3) 金銭対価取得請求の競合

本８項に基づくＦ種優先株式の取得並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式、Ｂ種

優先株式、Ｅ種優先株式及びＦ種優先株式の取得に必要な金額の合計が、当該日における取得上限額を

超える場合、当会社が取得すべき株式は、取得と引換えに金銭を交付することとなる各種優先株式の取

得に必要な金額に応じた比例按分の方法又はその他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって

取得がなされるものとする。

９．金銭を対価とする取得条項

(1) 取得条項の内容

当会社は、Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の発行済株式の総数(ただし、当会社が保有するＡ種優先株式

及びＢ種優先株式の株式数を除く。)が最初に零となった日以降いつでも(ただし、2014年４月１日以降

に限る。)、当会社の取締役会が別に定める日 (以下「金銭対価強制取得日」という。)の到来をもって、

当会社がＦ種優先株式の全部又は一部を取得するのと引換えに、当該金銭対価強制取得日における分配

可能額を限度として、Ｆ種優先株主又はＦ種優先登録株式質権者に対して金銭を交付することができる

(以下「金銭対価強制取得」という。)。なお、一部取得を行う場合において取得するＦ種優先株式は、抽

選、比例按分その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。

(2) 取得価額

金銭対価強制取得が行われる場合におけるＦ種優先株式１株当たりの取得価額は、1,100,000円(ただ

し、Ｆ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合に

は、当会社取締役会により合理的に調整された額とする。)に、当該金銭対価強制取得日が属する事業年

度の末日を基準日とするＦ種優先配当に係るＦ種優先配当金額に当該事業年度に属する４月１日(同日

を含む。)から当該金銭対価強制取得日(同日を含む。)までの日数を乗じ365で除して算出した額(１円未

満は四捨五入)を加えた金額とする。
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10．普通株式を対価とする取得請求権

(1) 取得請求権の内容

Ｆ種優先株主は、2013年３月１日以降いつでも、本10項第(3)号に定める条件で、当会社がＦ種優先株式

の全部又は一部を取得するのと引換えに当会社の普通株式を交付することを請求することができる(以

下「株式対価取得請求」という。)。

(2) 株式対価取得請求の制限

前号にかかわらず、株式対価取得請求の日(以下「株式対価取得請求日」という。)において、剰余授権株

式数(以下に定義される。)が請求対象普通株式総数(以下に定義される。)を下回る場合には、(ⅰ)Ｆ種優

先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行ったＦ種優先株式の数に、(ⅱ)剰余授権株式

数を請求対象普通株式総数で除して得られる数を乗じた数(小数第１位まで算出し、その小数第１位を

切り捨てる。)のＦ種優先株式についてのみ、当該Ｆ種優先株主の株式対価取得請求に基づくＦ種優先株

式の取得の効力が生じるものとし、取得の効力が生じるＦ種優先株式以外の株式対価取得請求に係るＦ

種優先株式については、株式対価取得請求がされなかったものとみなす。なお、当該一部取得を行うにあ

たり、取得するＦ種優先株式は、抽選、株式対価取得請求がなされたＦ種優先株式の数に応じた比例按分

その他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって決定されるものとする。また、株式対価取得請

求に係るＦ種優先株式を当会社が取得と同時に消却する場合、かかる消却による発行済株式総数の減少

を考慮して、取得の効力が生じるＦ種優先株式の数を決する。

「剰余授権株式数」とは、(ⅰ)当該株式対価取得請求日における定款に定める当会社の発行可能株式総

数より、(ⅱ)①当該株式対価取得請求日における発行済株式の総数(自己株式を除く。)、及び②当該株式

対価取得請求日に発行されている新株予約権 (新株予約権付社債に付された新株予約権を含む。ただ

し、当該株式対価取得請求日において行使することができる期間の初日が到来していないものを除く。)

の全てが行使されたものとみなした場合に発行されるべき株式の数の合計数を控除した数をいう。

「請求対象普通株式総数」とは、Ｆ種優先株主が当該株式対価取得請求日に株式対価取得請求を行った

Ｆ種優先株式に係る払込金額の総額(ただし、Ｆ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理

的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とす

る。)を、当該株式対価取得請求日における下記10項第(3)号に定める転換価額で除して算出される数(小

数第１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。)の総数をいう。

(3) 株式対価取得請求により交付する普通株式数の算定方法

上記10項第(1)号の株式対価取得請求に基づき当会社がＦ種優先株式の取得と引換えにＦ種優先株主に

対し交付すべき当会社の普通株式数は、当該Ｆ種優先株式に係る払込金額の総額(ただし、Ｆ種優先株式

について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当会社取締役会

により合理的に調整された額の総額とする。)を、本号に定める転換価額で除して算出される数(小数第

１位まで算出し、その小数第１位を切り捨てる。)とする。なお、Ｆ種優先株式を取得するのと引換えに交

付すべき普通株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じたときは、会社法第167条第３項に従い現金

を交付する。

ａ.当初転換価額

当初の転換価額は、110円とする。

ｂ.転換価額の修正

転換価額は、2014年以降毎年３月１日に、当該日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の株式会

社東京証券取引所(以下「東京証券取引所」という。)における当会社の普通株式の各取引日の売買高

加重平均価格(以下「ＶＷＡＰ価格」という。)として東京証券取引所において公表される価格の単純

平均価格(ただし、上記30連続取引日において東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない

日が存在する場合には、上記単純平均価格の算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出する

ものとする。)に相当する金額(以下「修正後転換価額」 という。)に修正される。その計算は、円位未

満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。ただし、上記計算の結果、修正後転換価額

が当初転換価額を上回る場合には当初転換価額をもって修正後転換価額とし、修正後転換価額が当初

転換価額の70％に相当する金額(以下「下限転換価額」という。ただし、下記ｃに定める転換価額の調

整が行われた場合には下限転換価額にも必要な調整が行われる。)を下回る場合には下限転換価額を

もって修正後転換価額とする。
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ｃ.転換価額の調整

ⅰ．転換価額調整式

当会社は、Ｆ種優先株式の発行後、下記本号ⅱ.に掲げる各事由により当会社の普通株式数に変更を

生じる場合又は変更を生ずる可能性がある場合には、次に定める算式(以下「転換価額調整式」と

いう。)をもって転換価額を調整する。転換価額調整式の計算については、円位未満小数第２位まで

算出し、小数第２位を四捨五入する。

　 　 　 　 既発行
株式数

＋
交付株式数 × １株当たりの払込金額

調 整 後
転換価額

＝
調 整 前
転換価額

×
時価

既発行株式数 ＋ 交付株式数

上記転換価額調整式において使用する「時価」は、調整後の転換価額を適用する日(ただし、下記本

号ⅲ.の場合は基準日)に先立つ45取引日目に始まる30取引日の東京証券取引所における当会社の

普通株式の普通取引の毎日の終値 (気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)とする。

この場合、平均値の計算は、円位未満小数第２位まで算出し、小数第２位を四捨五入する。

上記転換価額調整式で使用する「既発行株式数」は、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権

利を与えるための基準日がある場合はその日、また、当該基準日がない場合は、調整後の転換価額を

適用する日の１か月前の日における当会社の発行済普通株式数から、当該日における当会社の有す

る当会社の普通株式数を控除し、当該転換価額の調整前に下記本号ⅱ.又は本号ⅲ.に基づき交付株

式数とみなされた当会社の普通株式のうち未だ交付されていない当会社の普通株式の株式数を加

えた数とする。また、当会社の普通株式の株式分割が行われる場合には、転換価額調整式で使用する

交付株式数は、基準日における当会社の有する当会社の普通株式に割当てられる当会社の普通株式

数を含まないものとする。

ⅱ．転換価額調整事由

転換価額調整式により転換価額の調整を行う場合及びその調整後の転換価額の適用時期について

は、次に定めるところによる。

(ⅰ) 上記本号ⅰ.に定める時価を下回る払込金額をもって当会社の普通株式を交付する場合(ただ

し、下記本号(ⅱ)の場合、取得と引換えに当会社の普通株式が交付される証券の取得により当

会社の普通株式を交付する場合、当会社の普通株式の交付を請求できる新株予約権(新株予約

権付社債に付された新株予約権を含む。)の行使により当会社の普通株式を交付する場合又は

当会社が存続会社となる合併若しくは完全親会社となる株式交換により当会社の普通株式を

交付する場合を除く。)。

調整後の転換価額は、払込期日(募集に際して払込期間が設けられたときは当該払込期間の最

終日とする。以下同じ。)の翌日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当

てを受ける権利を与えるための基準日がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅱ) 当会社の普通株式の株式分割又は当会社の普通株式の無償割当てをする場合。

調整後の転換価額は、株式分割の場合は当該株式の分割に係る基準日の翌日以降、無償割当て

の場合は無償割当ての効力発生日の翌日以降、これを適用する。ただし、当会社の普通株式の

無償割当てについて、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるための基準日

がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。

(ⅲ) 上記本号ⅰ.に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株式を交付する定めがある取

得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権(新株予約権付社債に付され

た新株予約権を含む。)又は上記本号ⅰ.に定める時価を下回る価額をもって当会社の普通株

式の交付を受けることができる新株予約権(新株予約権付社債に付された新株予約権を含

む。)を発行する場合。

調整後の転換価額は、取得請求権付株式、取得条項付株式若しくは取得条項付新株予約権(新

株予約権付社債に付された新株予約権を含む。)又は新株予約権(新株予約権付社債に付され

た新株予約権を含む。)の全てが当初の条件で行使されたものとみなして転換価額調整式を準

用して算出するものとし、払込期日(新株予約権及び新株予約権付社債の場合は割当日)の翌

日以降これを適用する。ただし、当会社の普通株式の株主に割当てを受ける権利を与えるため

の基準日がある場合は、基準日の翌日以降これを適用する。
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(ⅳ) 普通株式の株式併合を行うときは、株式併合の効力発生の時をもって次の算式により、転換価

額を調整する。

調整後転換価額 ＝ 調整前転換価額 ×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数

ⅲ．その他の転換価額の調整

上記本号ii.の転換価額の調整を必要とする場合以外にも、次に掲げる場合には、当会社は、当会社

取締役会が判断する合理的な転換価額に調整を行う。

(ⅰ) 合併(合併により当会社が消滅する場合を除く。)、株式交換又は会社分割のために転換価額の

調整を必要とするとき。

(ⅱ) その他当会社の普通株式数の変更又は変更の可能性が生じる事由の発生により転換価額の調

整を必要とするとき。

(ⅲ) 転換価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の転換価

額の算出にあたり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

ⅳ．転換価額による調整を行わない場合

転換価額調整式により算出された調整後の転換価額と調整前の転換価額との差額が１円未満にと

どまる限りは、転換価額の調整はこれを行わない。ただし、かかる調整後転換価額は、その後転換価

額の調整を必要とする事由が発生した場合の転換価額調整式において調整前転換価額とする。

ⅴ．転換価額の調整が行われる場合には、当会社は、関連事項決定後直ちに、Ｆ種優先株主又はＦ種優先

登録株式質権者に対して、その旨並びにその事由、調整後の転換価額、適用の日及びその他の必要事

項を通知しなければならない。

(4) 株式対価取得請求等の競合

本10項に基づくＦ種優先株式の株式対価取得請求日にＦ種優先株式の取得の対価として交付されるべ

き普通株式数、並びにこれと同一の日において取得されるべきＡ種優先株式、Ｂ種優先株式、Ｅ種優先株

式及びＦ種優先株式の取得の対価として交付されるべき普通株式数の合計数が剰余授権株式数を上回

る場合には、取得と引換えに当会社の発行が予定されている普通株式の株数に応じた比例按分の方法又

はその他当会社の取締役会が定める合理的な方法によって取得を行うものとする。

11．普通株式を対価とする取得条項

(1) 取得条項の内容

当会社は、2029年10月１日以降の日で、当会社が別途取締役会の決議で定める一定の日(以下「株式対価

強制取得日」という。)に、交付する当会社の普通株式の数が当該株式対価強制取得日における剰余授権

株式数を超えない限度で、当会社の普通株式を交付するのと引換えに、Ｆ種優先株式の全部又は一部を

取得することができる。この場合、当会社は、Ｆ種優先株式の取得と引換えに、当該Ｆ種優先株式に係る

払込金額の総額(ただし、Ｆ種優先株式について、株式分割、併合その他調整が合理的に必要とされる事

由が発生した場合には、当会社取締役会により合理的に調整された額の総額とする。)を、株式対価強制

取得日に先立つ45取引日目に始まる30連続取引日の東京証券取引所における当会社の普通株式の各取

引日のＶＷＡＰ価格として東京証券取引所において公表される価格の単純平均価格(ただし、上記30連

続取引日において東京証券取引所においてＶＷＡＰ価格が公表されない日が存在する場合には、上記単

純平均価格の算出にあたり、当該日を除いた単純平均価格を算出するものとする。円位未満小数第２位

まで算出して小数第２位を四捨五入する。)に相当する金額(ただし、当該金額が下限転換価額を下回る

場合には、下限転換価額とする。)又はその直近の修正後転換価額のいずれか低い方の金額で除した数の

当会社の普通株式を交付する。なお、当該株式数の算出にあたり１株未満の端数が生じた場合には、会社

法第234条に従い現金を交付する。

(2) 一部強制取得

Ｆ種優先株式の一部につき本項に基づく取得を行う場合は、按分比例、抽選その他当会社の取締役会が

定める合理的な方法によって取得を行うものとする。

12．除斥期間

当会社定款の配当金の除斥期間に関する規定は、Ｆ種優先配当及びＦ種優先中間配当に係る支払いについ

てこれを準用する。
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(2) 【新株予約権等の状況】

　　①　平成13年改正旧商法に基づく新株予約権付社債

2011年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債(平成15年９月４日発行)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 21,792   (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 7,418,553   (注)

新株予約権の行使時の払込金額(円) 　　　１株当たり　2,937.5

新株予約権の行使期間
               平成15年10月２日～
               平成23年８月19日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

             発行価格      2,937.5 
             資本組入額　  1,469　 

新株予約権の行使の条件

①当社の選択による本社債の繰上償還の場合は、償還
日の東京における３営業日前の日まで、本新株予約権
付社債の所持人の選択による本社債の繰上償還の場合
は、償還通知書が本新株予約権付社債の要項に定める
支払・新株予約権行使請求受付代理人に預託された時
まで、買入消却の場合は、当社が本社債を消却した時又
は当社の子会社が本社債を消却のため当社に交付した
時まで、また期限の利益の喪失の場合には、期限の利益
の喪失時までとする。上記いずれの場合も平成23年８
月19日(行使請求受付場所現地時間)より後に本新株予
約権を行使することはできない。

②各本新株予約権の一部行使はできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権は、転換社債型新株予約権付社債に付さ
れたものであるため、本社債から分離譲渡できない。

代用払込みに関する事項
新株予約権１個の行使に際しては、当該新株予約権に
係る社債を出資するものとし、当該社債の価額は、その
発行価額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

新株予約権付社債の残高(百万円) 21,792

(注)  新株予約権１個当たりの目的となる株式数は340.425株であります。但し、行使により生じる１株未満の端数は

切り捨て、現金による調整は行いません。
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　　②　会社法に基づく新株予約権付社債

　第７回無担保転換社債型新株予約権付社債(平成18年７月27日発行)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 35,000   (注)

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12,425,447   (注)

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　2,816.8

新株予約権の行使期間
               平成18年９月１日～
               平成25年９月27日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

             発行価格      2,816.8
             資本組入額　  1,409　 

新株予約権の行使の条件

①平成25年９月27日以前に本社債が繰上げ償還される
場合には、当該償還日の前銀行営業日まで、当社が本社
債につき期限の利益を喪失した場合には、期限の利益
を喪失した時(期限の利益の喪失日を含まない)までと
する。また、組織再編行為において承継会社等の新株予
約権が交付される場合で、本新株予約権の行使の停止
が必要な時は、当社が行使を停止する期間(当該期間は
１ヶ月を超えないものとする)。その他、必要な事項を
あらかじめ書面により社債管理者に通知し、かつ、当該
期間の開始日の１ヶ月前までに必要な事項を公告した
場合には、当該期間内は本新株予約権を行使すること
はできない。

②各本新株予約権の一部については、行使請求するこ
とはできない。

新株予約権の譲渡に関する事項
本新株予約権付社債は、会社法第254条第２項本文及び
第３項本文の定めにより、本新株予約権又は本社債の
一方のみを譲渡することはできない。

代用払込みに関する事項
新株予約権１個の行使に際しては、当該新株予約権に
係る社債を出資するものとし、当該社債の価額は、その
発行価額と同額とする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ─

新株予約権付社債の残高(百万円) 35,000

(注)  新株予約権１個当たりの目的となる株式数は335.012株であります。但し、行使により生じる１株未満の端数は

切り捨て、現金による調整は行いません。
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　　③　会社法に基づく新株予約権

　第６回新株予約権(平成21年９月30日発行)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 240,000  (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 24,000,000  (注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　125

新株予約権の行使期間
               平成22年３月１日～
               平成23年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

             発行価格      125
             資本組入額　   63

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当会社の
取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２

(注) １　新株予約権１個当たりの目的となる株式数は100株であります。

２　当会社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分

割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株

式移転(以下「組織再編行為」という。)を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前において残存

する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設

立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社(以下「再編当事会社」という。)は以下の条件に

基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとする。

①新たに交付される新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整す

る。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。

②新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

再編当事会社の同種の株式

③新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。

④新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

⑤新たに交付される新株予約権に係る行使可能期間、新株予約権の行使の条件、新株予約権の取得条項の有

無、組織再編行為の場合の新株予約権の交付、当該新株予約権の行使により株式を発行する場合におけ

る増加する資本金及び資本準備金並びに新株予約権証券

残存新株予約権に準じて、組織再編行為に際して決定する。

⑥新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限

新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編当事会社の取締役会の承認を要する。
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　第７回新株予約権(平成21年９月30日発行)

　
第３四半期会計期間末現在
(平成22年12月31日)

新株予約権の数(個) 240,000  (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 24,000,000  (注)１

新株予約権の行使時の払込金額(円) １株当たり　125

新株予約権の行使期間
               平成23年３月１日～
               平成24年３月31日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

             発行価格      125
             資本組入額　   63

新株予約権の行使の条件 各本新株予約権の一部行使はできないものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による本新株予約権の取得については、当会社の
取締役会の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ─

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２

(注) １　新株予約権１個当たりの目的となる株式数は100株であります。

２　当会社が吸収合併消滅会社となる吸収合併、新設合併消滅会社となる新設合併、吸収分割会社となる吸収分

割、新設分割会社となる新設分割、株式交換完全子会社となる株式交換、又は株式移転完全子会社となる株

式移転(以下「組織再編行為」という。)を行う場合は、当該組織再編行為の効力発生日の直前において残存

する本新株予約権に代わり、それぞれ吸収合併存続会社、新設合併設立会社、吸収分割承継会社、新設分割設

立会社、株式交換完全親会社又は株式移転設立完全親会社(以下「再編当事会社」という。)は以下の条件に

基づき本新株予約権に係る新株予約権者に新たに新株予約権を交付するものとする。

①新たに交付される新株予約権の数

新株予約権者が有する本新株予約権の数をもとに、組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整す

る。調整後の１個未満の端数は切り捨てる。

②新たに交付される新株予約権の目的たる株式の種類

再編当事会社の同種の株式

③新たに交付される新株予約権の目的たる株式の数の算定方法

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１株未満の端数は切り捨てる。

④新たに交付される新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

組織再編行為の条件等を勘案して合理的に調整する。調整後の１円未満の端数は切り上げる。

⑤新たに交付される新株予約権に係る行使可能期間、新株予約権の行使の条件、新株予約権の取得条項の有

無、組織再編行為の場合の新株予約権の交付、当該新株予約権の行使により株式を発行する場合におけ

る増加する資本金及び資本準備金並びに新株予約権証券

残存新株予約権に準じて、組織再編行為に際して決定する。

⑥新たに交付される新株予約権の譲渡による取得の制限

新たに交付される新株予約権の譲渡による取得については、再編当事会社の取締役会の承認を要する。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

①　Ａ種優先株式

　
第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数(個)

─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) ─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) ─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) ─ ─

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)

─ ─

(注) １　第２四半期会計期間末において発行残高はありますが、第２四半期会計期間において行使はありません。

２　当第３四半期会計期間末において発行残高はありますが、当第３四半期会計期間において行使はありません。

　

②　Ｂ種優先株式

　
第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数(個)

─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) ─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) ─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) ─ ─

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)

─ ─

(注) １　第２四半期会計期間末において発行残高はありますが、第２四半期会計期間において行使はありません。

２　当第３四半期会計期間末において発行残高はありますが、当第３四半期会計期間において行使はありません。
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③　Ｅ種優先株式

　
第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数(個)

─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) ─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) ─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) ─ ─

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)

─ ─

(注) １　第２四半期会計期間末において発行残高はありますが、第２四半期会計期間において行使はありません。

２　当第３四半期会計期間末において発行残高はありますが、当第３四半期会計期間において行使はありません。
　

④　Ｆ種優先株式

　
第２四半期会計期間
(自　平成22年７月１日
至　平成22年９月30日)

第３四半期会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

当該四半期会計期間に権利行使された当該行使価額修正条
項付新株予約権付社債券等の数(個)

─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る交付株式数(株) ─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る平均行使価額等(円) ─ ─

当該四半期会計期間の権利行使に係る資金調達額(百万円) ─ ─

当該四半期会計期間の末日における権利行使された当該行
使価額修正条項付新株予約権付社債券等の数の累計(個)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の交付株式数(株)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の平均行使価額等(円)

─ ─

当該四半期会計期間の末日における当該行使価額修正条項
付新株予約権付社債券等に係る累計の資金調達額(百万円)

─ ─

(注) １　第２四半期会計期間末において発行残高はありますが、第２四半期会計期間において行使はありません。

２　当第３四半期会計期間末において発行残高はありますが、当第３四半期会計期間において行使はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成22年12月31日 ─ 125,787,714 ─ 96,225 ─ 51,871
　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

(平成22年９月30日現在)

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式

Ａ種優先株式 15,000

─

優先株式の内容は、「１
株式等の状況」の「(1)
株式の総数等」の「②発
行済株式」の注記に記載
されております。

Ｂ種優先株式 15,000

Ｅ種優先株式 5,000

Ｆ種優先株式 5,000

議決権制限株式(自己株式等)　 ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) 　 ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

─ ─
普通株式 13,100

完全議決権株式(その他) 普通株式 124,620,100普通株式 1,246,201 (注)１

単元未満株式 普通株式 1,114,514 ─
１単元(100株)未満の株式

(注)２

発行済株式総数 125,787,714 ─ ─

総株主の議決権 ─ 1,246,201 ─

(注) １　「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が1,100株含まれております。また「議決権

の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数が11個含まれております。

２　「単元未満株式」には、当社所有の自己株式85株が含まれております。

　
② 【自己株式等】

(平成22年９月30日現在)

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社ＣＳＫホールディングス
(注)１

東京都港区南青山
二丁目26－１

13,100
(注)２

─ 13,100 0.01

合計 ─ 13,100 ─ 13,100 0.01

(注) １　当社は、平成22年10月１日付で株式会社ＣＳＫに社名変更しております。

２　このほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質的に所有していない株式が100株あります。なお、当

該株式数は、①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」に含まれております。
　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高(円) 502 530 471 384 362 322 322 356 405

最低(円) 405 421 367 333 263 268 270 264 332

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部における株価を記載しております。
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３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであり

ます。

　役職の異動

新役名及び新職名 旧役名及び旧職名 氏名 異動年月日

代表取締役社長　社長執行役員 代表取締役社長 中西　毅 平成22年10月１日

(注)　平成22年10月１日付でグループ経営体制及び事業推進体制を純粋持株会社から事業持株会社体制へ移行したこと

に伴い、平成22年９月９日開催の取締役会において役職名を変更することを決議しております。
　

　 　(ご参考)
当社は経営戦略決定の迅速化及び監督体制・業務執行体制の強化のため、執行役員制度を導入してお
ります。
本四半期報告書提出日現在の執行役員の陣容及び担当は次のとおりであります。

　 社長執行役員 　 中西　　毅 　
専務執行役員 　 鈴木　正彦 ＩＴソリューション社代表

希世軟件系統(上海)有限公司董事長
　 　 石村　俊一 ビジネスサービス社代表

株式会社ＣＳＫサービスウェア代表取締役社長
希世軟件系統(大連)有限公司董事長

　 　 谷原　　徹 ＩＴマネジメント社代表
株式会社ＣＳＫシステムマネジメント代表取締役社長

常務執行役員 　 熊崎　龍安 コーポレート部門担当
株式会社ＣＳＫアドミニストレーションサービス代表取締
役社長
株式会社ＣＳＫ ＣＨＩＮＡ ＣＯＲＰＯＲＡＴＩＯＮ代表
取締役社長

執行役員 　 田財　英喜 経営企画部、グループ情報統括部、広報・ＩＲ部管掌
　 　 清水　康司 財務部、経理部管掌
　 　 渡辺　篤史 営業統括部、事業推進部、グローバル推進室管掌
　 　 遠藤　正利 法務部、人事部、総務部、営業管理部、調達・購買部、社会貢献

推進室管掌
ビジネスサービス社 　

執行役員 　 田中　康彦 営業本部長
　 　 山本　　望 コーポレート本部長、経営企画室統括
　 　 中島　英也 営業本部副本部長
　 　 近藤　哲史 関西営業部統括
ＩＴマネジメント社 　

執行役員 　 宮川　　正 東日本本部長
　 　 内藤　幸一 西日本本部長
ＩＴソリューション社 　

常務執行役員 　 工藤　敏晃 産業システム営業本部、産業システム事業本部、クラウド事
業本部担当役員
産業システム営業本部長

執行役員 　 田村　　拓 サービスイノベーション推進部、技術開発部、サービスマネ
ジメント部担当役員

　 　 中村　　誠 金融システム営業本部、金融システム事業本部、証券システ
ム事業本部担当役員
金融システム事業本部長

　 　 関　　滋弘 産業システム事業本部長、クラウド事業本部長
　 　 山本　香也 西日本事業本部担当役員

西日本事業本部長
　 　 近藤　正一 中部事業本部担当役員

中部事業本部長
　 　 川嶋　義純 金融システム営業本部長
　 　 高橋　　観 証券システム事業本部長

　

なお、上記ビジネスサービス社の執行役員は、株式会社ＣＳＫサービスウェアにおける担当を記載して

おります。
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第５ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連

結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づ

き、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累

計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

また、当社の連結子会社であった証券業を主たる事業とする会社の四半期連結財務諸表は、四半期連結財

務諸表規則第61条及び第82条の規定に基づき「金融商品取引業者等に関する内閣府令」（平成19年内閣府

令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規

制規則）に準拠して作成しております。　

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月

１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12

月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 ※５
 45,813

※５
 45,250

受取手形及び売掛金 19,212 23,300

短期貸付金 17,419 22,261

有価証券 ※５
 8,935

※５
 8,485

営業投資有価証券 ※２
 － 3,970

たな卸資産 ※１, ※４
 4,075

※１, ※４
 2,180

未収還付法人税等 980 3,261

証券業における預託金 － 26,593

証券業におけるトレーディング商品 － ※５
 10,232

証券業における信用取引資産 － 24,551

その他 13,545 ※５
 31,630

貸倒引当金 △10,483 △8,724

流動資産合計 99,498 192,993

固定資産

有形固定資産 ※３, ※５
 24,001

※３, ※５
 26,482

無形固定資産 3,608 5,427

投資その他の資産

投資有価証券 ※２, ※５
 40,616

※５
 31,065

その他 8,634 12,096

貸倒引当金 △362 △315

投資その他の資産合計 48,888 42,847

固定資産合計 76,498 74,756

資産合計 175,997 267,749
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(単位：百万円)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 4,805 6,602

1年内償還予定の新株予約権付社債 21,792 －

短期借入金 ※５
 8,813

※５
 10,933

未払法人税等 295 1,156

カード預り金 ※５
 56,575

※５
 53,183

賞与引当金 2,055 3,783

役員賞与引当金 35 －

開発等損失引当金 ※４
 113

※４
 57

証券業におけるトレーディング商品 － 1,008

証券業における信用取引負債 － ※５
 19,121

証券業における預り金及び受入保証金 － 35,994

その他 ※５
 14,602

※５
 18,800

流動負債合計 109,087 150,641

固定負債

新株予約権付社債 35,000 56,792

長期借入金 ※５
 22,375

※５
 40,063

退職給付引当金 117 197

役員退職慰労引当金 18 22

その他 2,445 3,543

固定負債合計 59,956 100,618

特別法上の準備金

金融商品取引責任準備金 － 681

特別法上の準備金合計 － 681

負債合計 169,044 251,942

純資産の部

株主資本

資本金 96,225 96,225

資本剰余金 53,763 53,763

利益剰余金 △148,232 △139,494

自己株式 △10 △68

株主資本合計 1,746 10,426

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △45 234

評価・換算差額等合計 △45 234

新株予約権 467 467

少数株主持分 4,784 4,680

純資産合計 6,952 15,807

負債純資産合計 175,997 267,749
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 123,370 101,393

売上原価 84,476 77,836

売上総利益 38,893 23,556

販売費及び一般管理費 ※１
 37,906

※１
 19,965

営業利益 986 3,591

営業外収益

受取利息 52 68

受取配当金 186 36

カード退蔵益 878 877

その他 612 679

営業外収益合計 1,729 1,661

営業外費用

支払利息 373 728

貸倒引当金繰入額 － 2,156

退職給付費用 195 196

株式交付費 470 －

支払手数料 602 －

その他 452 617

営業外費用合計 2,094 3,699

経常利益 621 1,553

特別利益

投資有価証券売却益 776 －

貸倒引当金戻入額 － 63

金融商品取引責任準備金戻入益 184 －

その他 577 18

特別利益合計 1,537 81

特別損失

証券事業撤退損失 － ※２
 8,904

不動産証券化事業撤退損失 ※３
 55,940 －

その他 3,544 1,846

特別損失合計 59,484 10,751

税金等調整前四半期純損失（△） △57,324 △9,115

法人税、住民税及び事業税 1,164 790

法人税等調整額 159 △1,276

法人税等合計 1,323 △485

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △8,629

少数株主利益 95 107

四半期純損失（△） △58,743 △8,737
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【第３四半期連結会計期間】
(単位：百万円)

前第３四半期連結会計期間
(自 平成21年10月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自 平成22年10月１日
　至 平成22年12月31日)

売上高 38,766 33,236

売上原価 26,878 25,781

売上総利益 11,887 7,455

販売費及び一般管理費 ※
 10,459

※
 6,055

営業利益 1,428 1,399

営業外収益

受取利息 30 12

受取配当金 17 －

カード退蔵益 359 301

投資有価証券売却益 － 150

その他 72 87

営業外収益合計 480 552

営業外費用

支払利息 356 230

貸倒引当金繰入額 － 402

その他 212 223

営業外費用合計 569 857

経常利益 1,339 1,094

特別利益

投資有価証券売却益 309 －

貸倒引当金戻入額 － 12

その他 33 0

特別利益合計 342 12

特別損失

減損損失 276 192

投資有価証券売却損 231 553

金融商品取引責任準備金繰入額 1 －

その他 178 50

特別損失合計 687 795

税金等調整前四半期純利益 995 311

法人税、住民税及び事業税 379 107

法人税等調整額 626 1,077

法人税等合計 1,005 1,185

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △873

少数株主利益 115 48

四半期純損失（△） △126 △922
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △57,324 △9,115

減価償却費 4,186 3,411

減損損失 758 209

のれん償却額 128 103

引当金の増減額（△は減少）及び前払年金費用
の増減額（△は増加）

△3,394 699

金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） △184 －

受取利息及び受取配当金 △1,023 △104

支払利息 2,593 734

不動産証券化事業撤退損失 46,733 －

証券事業撤退損失 － 8,904

売上債権の増減額（△は増加） 9,467 5,067

たな卸資産の増減額（△は増加） △862 △1,931

仕入債務の増減額（△は減少） △3,329 △1,797

カード預り金の増減額(△は減少) 1,708 3,392

営業投資有価証券の増減額（△は増加） 130 166

金融サービス運用資産の増減額(△は増加) 1,085 －

証券業における預託金の増減額(△は増加) 634 －

証券業におけるトレーディング商品(資産)の増減
額(△は増加)

△667 －

証券業における約定見返勘定(資産)の増減額（△
は増加）

2,957 －

証券業における信用取引資産の増減額(△は増加) △3,489 －

証券業における有価証券担保貸付金の増減額(△
は増加)

△2,141 －

証券業におけるトレーディング商品(負債)の増減
額(△は減少)

1,580 －

証券業における信用取引負債の増減額(△は減少) 3,686 －

証券業における預り金及び受入保証金の増減額
(△は減少)

1,091 －

その他 △1,066 433

小計 3,256 10,174

利息及び配当金の受取額 1,067 88

利息の支払額 △2,655 △722

法人税等の支払額 △210 △276

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,458 9,263
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(単位：百万円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年12月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の純増減額（△は増加） △470 △6

有価証券の売却・取得による収入・支出(純額) － 11,100

有形固定資産の取得による支出 △1,699 △753

無形固定資産の取得による支出 △1,397 △691

投資有価証券の取得による支出 △6,086 △15,754

投資有価証券の売却による収入 7,005 1,993

短期貸付金の純増減額（△は増加） － 7,734

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る収入

366 3,006

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△691 △457

その他 571 220

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,401 6,393

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金及びコマーシャル・ペーパーの増減
額（△は減少）

△41,853 －

長期借入れによる収入 50,000 －

長期借入金の返済による支出 － △13,937

社債の償還による支出 △20,000 －

株式の発行による収入 16,000 1,210

新株予約権の発行による収入 467 －

その他 △935 △308

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,679 △13,035

現金及び現金同等物に係る換算差額 △211 △2

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,525 2,618

現金及び現金同等物の期首残高 33,882 43,394

連結除外に伴う現金及び現金同等物の減少額 － △1,404

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 36,408

※
 44,607
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１　連結の範囲に関する事項の変更

(1) 連結の範囲の変更

コスモ証券㈱及びその連結子会社であるコスモエンタープライズ㈱(現社名　岩井コスモビジネスサービ

ス㈱)は、第１四半期連結会計期間にコスモ証券㈱の全株式を譲渡したことに伴い連結の範囲から除外して

おります。㈱ＣＳＫシステムズ西日本、㈱ＣＳＫシステムズ中部については、㈱ＣＳＫシステムズを存続会社

とする吸収合併により、第１四半期連結会計期間に消滅しております。ビジネスエクステンション㈱につい

ては、㈱ＣＳＫサービスウェアを存続会社とする吸収合併により、第１四半期連結会計期間に消滅しており

ます。㈱ＩＳＡＯ(現社名　㈱四谷ビジネス)は、第１四半期連結会計期間に会社分割により全事業を移管した

ことにより子会社としての重要性が低下したことから連結の範囲から除外しております。㈱ＣＳＫ証券サー

ビスは、㈱ＣＳＫシステムズを存続会社とする吸収合併により、第２四半期連結会計期間に消滅しておりま

す。匿名組合１社は第２四半期連結会計期間に新たに出資したことにより連結子会社に含めております。連

結子会社であったＣＳＫベンチャーキャピタル㈱(現社名　㈱ウィズ・パートナーズ)は、第２四半期連結会

計期間に第三者割当増資を行ったことにより、当社の持分比率が低下したため連結の範囲から除外し、持分

法適用関連会社となりました。㈱ＣＳＫ－ＩＴマネジメント及び㈱ＣＳＫシステムズについては、当社を存

続会社とする吸収合併により、当第３四半期連結会計期間に消滅しております。プラザアセットマネジメン

ト㈱は、当第３四半期連結会計期間に同社の全株式を譲渡したことに伴い連結の範囲から除外しておりま

す。

(2) 変更後の連結子会社数　　18社

２　持分法の適用に関する事項の変更

(1) 持分法適用関連会社の変更

ＣＳＫベンチャーキャピタル㈱(現社名　㈱ウィズ・パートナーズ)は、第２四半期連結会計期間に第三者

割当増資を行ったことにより、当社の持分比率が低下したため、持分法適用関連会社となりました。

(2) 変更後の持分法適用関連会社の数　　2社

３　会計処理基準に関する事項の変更

(1) 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」(企業会計基準第16号　平成20年３月10日公表

分)及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」(実務対応報告第24号　平成20年３月10

日)を適用しております。

これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

(2) 「資産除去債務に関する会計基準」の適用

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号　平成20年３月31

日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日)

を適用しております。

これにより、当第３四半期連結累計期間の営業利益及び経常利益はそれぞれ25百万円減少し、税金等調整

前四半期純損失は250百万円増加しております。

(3) 「企業結合に関する会計基準」等の適用

第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)、

「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)、「事業分離等に関する会計

基準」(企業会計基準第７号　平成20年12月26日)、及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関す

る適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12月26日)を適用しております。
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

(四半期連結損益計算書)

１　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適

用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しておりま

す。

２　前第３四半期連結累計期間において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金繰

入額」(前第３四半期連結累計期間35百万円)は、営業外費用の総額の100分の20を超えたため、当第３四半期

連結累計期間においては区分掲記しております。

３　前第３四半期連結累計期間において区分掲記しておりました営業外費用の「株式交付費」(当第３四半期連

結累計期間4百万円)は、営業外費用の総額の100分の20以下となったため、当第３四半期連結累計期間におい

ては、営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

４　前第３四半期連結累計期間において区分掲記しておりました営業外費用の「支払手数料」(当第３四半期連

結累計期間26百万円)は、営業外費用の総額の100分の20以下となったため、当第３四半期連結累計期間におい

ては、営業外費用の「その他」に含めて表示しております。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書)

１　前第３四半期連結累計期間において投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示してお

りました「有価証券の売却・取得による収入・支出(純額)」(前第３四半期連結累計期間329百万円)は、その

重要性が高くなったことから、当第３四半期連結累計期間においては、区分掲記しております。

２　前第３四半期連結累計期間において投資活動によるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示してお

りました「短期貸付金の純増減額(△は増加)」(前第３四半期連結累計期間△114百万円)は、その重要性が高

くなったことから、当第３四半期連結累計期間においては、区分掲記しております。

　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

(四半期連結貸借対照表)

１　前第３四半期連結会計期間において流動資産の「その他」に含めて表示しておりました「短期貸付金」(前

第３四半期連結会計期間22,383百万円)は、その重要性が高くなったことから、当第３四半期連結会計期間に

おいては、区分掲記しております。

(四半期連結損益計算書)

１　「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号　平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日　内閣府令第５号)の適

用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しておりま

す。

２　前第３四半期連結会計期間において区分掲記しておりました営業外収益の「受取配当金」(当第３四半期連

結会計期間2百万円)は、その重要性が低くなったことから、当第３四半期連結会計期間においては、営業外収

益の「その他」に含めて表示しております。

３　前第３四半期連結会計期間において営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「貸倒引当金繰

入額」(前第３四半期連結会計期間1百万円)は、営業外費用の総額の100分の20を超えたため、当第３四半期連

結会計期間においては区分掲記しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　たな卸資産の主要なものは次のとおりであります。

商品 746百万円

仕掛品 3,295百万円

※１　たな卸資産の主要なものは次のとおりであります。

商品 790百万円

仕掛品 1,356百万円

※２　その他事業に含まれるベンチャーキャピタル事業

からの撤退に伴い、第２四半期連結会計期間末残高

3,046百万円を流動資産の「営業投資有価証券」か

ら投資その他の資産の「投資有価証券」に振り替え

ております。

※２　　　　　───────────

※３　有形固定資産の減価償却累計額　  18,754百万円※３　有形固定資産の減価償却累計額    19,778百万円

※４　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と開

発等損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、開発等損失引当金に対応する額は42百万円

(仕掛品)であります。

※４　損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産と開

発等損失引当金は、相殺せずに両建てで表示してお

ります。

　　　損失の発生が見込まれる工事契約に係るたな卸資産

のうち、開発等損失引当金に対応する額は10百万円

(仕掛品)であります。　

※５　担保資産

　(1) 以下の資産は短期借入金8,750百万円、流動負債そ

の他(未払金)1,537百万円、長期借入金22,360百万円

の担保に供しております。

現金及び預金 1,306百万円

建物及び構築物 8,184百万円

土地 6,653百万円

合計 16,144百万円

　　　上記のほか、当社が保有する子会社株式のうち担保に

供されているものが20,768百万円(個別財務諸表上

の帳簿価額)あります。なお、このうち連結子会社株

式20,573百万円は連結上相殺消去されております。

 
 

※５　担保資産

　(1) 以下の資産は短期借入金6,370百万円、証券業にお

ける信用取引負債12,439百万円、流動負債その他(未

払金)1,310百万円、長期借入金40,000百万円の担保

に供しております。

現金及び預金 1,775百万円

証券業における
トレーディング商品 350百万円

建物及び構築物 8,447百万円

土地 6,716百万円

投資有価証券 482百万円

合計 17,772百万円

　　　上記のほか、信用取引の自己融資に係る見返り株券の

うち担保に供されているものが443百万円(期末時

価)あります。

　　　また、当社が保有する子会社株式のうち担保に供され

ているものが74,034百万円(個別財務諸表上の帳簿

価額)あります。なお、このうち連結子会社株式

73,839百万円は連結上相殺消去されております。

　　　「第２　事業の状況　７　財政状態、経営成績及び

キャッシュ・フローの状況の分析　(2)当連結会計年

度に実施した経営施策」に記載のとおり、資本増強

の一環として取引銀行４行との「シンジケートロー

ン契約書」を締結し、当連結会計年度末残高45,000

百万円のうち5,000百万円については1年以内に返済

予定の長期借入金として上記担保債務の短期借入金

に含まれており、残りの40,000百万円については長

期借入金として上記担保債務に含まれております。

　　　なお、当該シンジケートローン契約書における借り換

え債務に供している担保資産は、子会社株式、土地、

建物及び構築物であります。

　(2) 資金決済に関する法律第14条第１項に基づく発行

保証金として、有価証券7,835百万円、投資有価証券

25,120百万円を供託しております。

　(2) 前払式証票の規制等に関する法律第13条第１項に

基づく発行保証金として、有価証券7,550百万円、流

動資産「その他」(差入保証金)7,661百万円、投資有

価証券14,527百万円を供託しております。

　(3) 　　　　　─────────── 　(3) 信用取引の自己融資見返り株券を先物取引差入証

拠金の代用として901百万円を差入れております。
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当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　(4) 　　　　　─────────── 　(4) 担保等として差入をした有価証券の時価額(上記

(1)に属するものを除く)は、次のとおりであります。

信用取引貸証券 7,372百万円

信用取引借入金の本担保証券 12,712百万円

差入保証金代用有価証券 1,001百万円

その他 10,943百万円

　(5)　　　　　─────────── 　(5) 差入を受けた有価証券の時価額は、次のとおりであ

ります。

信用取引貸付金の本担保証券 21,395百万円

信用取引借証券 3,198百万円

受入保証金代用有価証券 47,088百万円

その他 527百万円

　６　　　　　 ─────────── 　６　保証債務

　　　当社の貸付先会社が投資している特定目的会社の金

融機関からの借入に対し、債務保証を行っておりま

す。

ポートタウン特定目的会社 3,310百万円

　

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　従業員給料及び手当 13,088百万円

　賞与引当金繰入額 502百万円

　退職給付費用 847百万円

　支払手数料 4,585百万円

　地代家賃 4,199百万円

※１　販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　従業員給料及び手当 6,960百万円

　賞与引当金繰入額 468百万円

　退職給付費用 451百万円

　支払手数料 1,905百万円

　地代家賃 1,711百万円

※２　　　　 ───────────

 

※３　不動産証券化事業撤退損失は、主に連結子会社で

あったＣＳＫファイナンス㈱(現社名　ゲン・キャピ

タル㈱)の株式及び同社に対する貸付金の譲渡に伴

う損失41,837百万円及び同社に対して引き続き保有

する一部の貸付金に対して計上した貸倒引当金繰入

額8,205百万円であります。

※２　証券事業撤退損失は、連結子会社であったコスモ証

券㈱の株式譲渡に伴う損失であります。

※３　　　　 ───────────

　

前第３四半期連結会計期間
(自  平成21年10月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自  平成22年10月１日
至  平成22年12月31日)

※　 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次の

とおりであります。

　従業員給料及び手当 3,952百万円

　賞与引当金繰入額 502百万円

　退職給付費用 258百万円

　支払手数料 936百万円

　地代家賃 1,033百万円

※   販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次

のとおりであります。

　従業員給料及び手当 2,165百万円

　賞与引当金繰入額 468百万円

　退職給付費用 136百万円

　支払手数料 619百万円

　地代家賃 506百万円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年12月31日)

※   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 38,528百万円

有価証券勘定 9,577百万円

    計 48,106百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金又は担保差入の定期預金

△2,548百万円

償還期間が３ヶ月を超える公社
債投資信託及び国債など

△9,150百万円

現金及び現金同等物 36,408百万円

※   現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 45,813百万円

有価証券勘定 8,935百万円

    計 54,749百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期
預金又は担保差入の定期預金

△1,306百万円

償還期間が３ヶ月を超える公社
債投資信託及び国債など

△8,835百万円

現金及び現金同等物 44,607百万円
　

(株主資本等関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)及び当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　

至　平成22年12月31日)

　
１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 125,747,714

Ａ種優先株式(株) 15,000

Ｂ種優先株式(株) 15,000

Ｅ種優先株式(株) 5,000

Ｆ種優先株式(株) 5,000

　
２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 14,273

　
３　新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
目的となる
株式の種類

目的となる株式の数
(株)

当第３四半期
連結会計期間末残高

(百万円)

提出会社

第６回新株予約権
(平成21年９月30日発行)

普通株式 24,000,000 171

第７回新株予約権
(平成21年９月30日発行)

普通株式 24,000,000 295

合計 48,000,000 467

(注)　第７回新株予約権は、権利行使期間の初日が到来しておりません。

　
４　配当に関する事項

      該当事項はありません。

　
５　株主資本の著しい変動に関する事項

      該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)

区分

情報
サービス
事業
(百万円)

プリペイド
カード
事業
(百万円)

証券事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 34,211 725 3,670 160 38,766 ─ 38,766

　(2) セグメント間の内部売上高又は
振替高

723 36 1 ─ 762 (762) ─

計 34,934 761 3,672 160 39,528(762)38,766

営業費用 31,512 709 4,234 294 36,751 586 37,337

営業利益又は営業損失(△) 3,421 52 △562 △134 2,777△1,3481,428

(注)１　事業セグメント区分の方法及び各区分に属する主要なサービスの名称

サービスの種類、性質、業務形態の類似性により下記のとおり区分しております。

情報サービス事業 システム開発、システム運営管理、コンピュータ機器の保守、データエントリー、コン
ピュータ関連のコンサルティング及び教育等のサービス事業、業務運用、コンピュー
タ及びコンピュータ関連の周辺機器・消耗品等の販売事業、コンピュータビル等の工
事請負事業、コンピュータビルの賃貸事業

プリペイドカード事業 プリペイドカードの発行・精算事業、カードシステムの開発・販売事業
証券事業 証券業、証券業付随業務等
その他の事業

投資事業組合・株式等への投資事業、ベンチャーキャピタル事業、投資信託委託業等

　　２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,160百万円であり、当社で発生したグ

ループ会社の管理費用等であります。

　　３  会計処理の方法の変更

  「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間に着手した請負契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる請

負契約については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の請負契約については工事完成

基準を適用しております。

　これにより、情報サービス事業における売上高は651百万円増加し、営業利益は137百万円増加しております。
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前第３四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

区分

情報
サービス
事業
(百万円)

プリペイド
カード
事業
(百万円)

証券事業
(百万円)

その他の
事業
(百万円)

計
(百万円)

消去
又は全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高 　 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する売上高 106,8962,08813,530 855123,370 ─ 123,370

　(2) セグメント間の内部売上高又は
振替高

2,561 111 9 0 2,681(2,681)─

計 109,4572,19913,539 855126,051(2,681)123,370

営業費用 102,8232,01213,2032,502120,5411,842122,383

営業利益又は営業損失(△) 6,634 187 335△1,6475,510△4,523 986

(注)１　事業セグメント区分の方法及び各区分に属する主要なサービスの名称

サービスの種類、性質、業務形態の類似性により下記のとおり区分しております。

情報サービス事業 システム開発、システム運営管理、コンピュータ機器の保守、データエントリー、コン
ピュータ関連のコンサルティング及び教育等のサービス事業、業務運用、コンピュー
タ及びコンピュータ関連の周辺機器・消耗品等の販売事業、コンピュータビル等の工
事請負事業、コンピュータビルの賃貸事業

プリペイドカード事業 プリペイドカードの発行・精算事業、カードシステムの開発・販売事業
証券事業 証券業、証券業付随業務等
その他の事業

投資事業組合・株式等への投資事業、ベンチャーキャピタル事業、投資信託委託業等

　　２　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は7,388百万円であり、当社で発生したグ

ループ会社の管理費用等であります。

　　３  会計処理の方法の変更

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載のとおり、第１四半期連結会計期

間に着手した請負契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部分について成果の確実性が認められる請

負契約については工事進行基準(工事の進捗率の見積りは原価比例法)を、その他の請負契約については工事完成

基準を適用しております。

　これにより、情報サービス事業における売上高は1,166百万円増加し、営業利益は255百万円増加しております。

　　４  不動産証券化事業をはじめとする金融サービス事業からの撤退に伴い、 当第３四半期連結累計期間より同事業

をその他の事業として表示しております。これにより、当第３四半期連結累計期間におけるその他の事業の売上

高は855百万円増加し、営業損失は1,647百万円増加しております。それに併せて事業区分の記載順番の見直しを

行い、当第３四半期連結累計期間より「情報サービス事業」、「プリペイドカード事業」、「証券事業」、「その

他の事業」の順番に変更いたしました。

　　５  当第３四半期連結累計期間において、ＣＳＫファイナンス㈱(現社名　ゲン・キャピタル㈱)及び同社の連結子会

社である㈱ＣＶＣビジネス、ゲン・アセット㈱、匿名組合43社並びに他４社の連結子会社を連結の範囲から除外

したことにより、金融サービス事業における資産の金額が、前連結会計年度と比べ103,664百万円減少しておりま

す。

　
【所在地別セグメント情報】

前第３四半期連結会計期間(自 平成21年10月１日  至  平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累

計期間(自  平成21年４月１日  至  平成21年12月31日)

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合がいずれも90％を超えているため、所在地別セ

グメント情報の記載を省略しております。

　
【海外売上高】

前第３四半期連結会計期間(自　平成21年10月１日　至　平成21年12月31日)及び前第３四半期連結累計

期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日)

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、記載を省略しております。
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【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能で

あり、取締役会が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となって

いるものであります。

当社グループは、各グループ会社の主要な事業の内容ごとに区分した「ＢＰＯ」、「ＩＴマネジメン

ト」、「システム開発」の３つの事業を基礎とし、さらにプリペイドカードの発行・精算事業を行う「プ

リペイドカード」を加えた４つの事業についてそれぞれの事業強化と連携を推進しながら事業活動を展

開しております。

したがって、当社グループは、各事業会社を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されて

おり、前述の４つの事業を報告セグメントとしております。それぞれの製品・サービスは以下のとおりで

あります。

「ＢＰＯ」　　　　　： 業務コンサルティング、コンタクトセンター、バックオフィスＢＰＯ、業務プロ

セス分析・設計、業務別ＢＰＯサービス、データ分析・マネジメント、検証サー

ビス

「ＩＴマネジメント」： ＩＴ基盤構築、運用コンサルティング、インフラマネジメント、システム運用

サービス、ネットワーク運用監視、データセンターサービス

「システム開発」　　： コンサルティング、ソリューションサービス、システム・インテグレーション

「プリペイドカード」： プリペイドカードの発行・精算事業、カードシステムの開発・販売事業

 

２. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日)　　 

　(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)４ＢＰＯ

ＩＴマネ
ジメント

システム
開発

プリペイ
ドカード

計

売上高
         

外部顧客への売上高 20,75219,92857,6912,553100,926467101,393─ 101,393

セグメント間の内部
売上高又は振替高

2,1662,9491,118 120 6,354 ─ 6,354△6,354 ─

計 22,91822,87758,8092,674107,281467107,748△6,354101,393

セグメント利益又は
損失(△)

155 1,2424,420 499 6,317△230 6,087△2,4953,591

(注)１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、ベンチャーキャピタル事業、投資信

託委託業等を含んでおります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△2,495百万円には、グループ運営収入869百万円、各報告セグメントに配分

していない全社費用△3,634百万円が含まれております。全社費用は、主に当社で発生したグループ会社の管

理費用等であります。

３　連結子会社であったコスモ証券㈱の全株式を第１四半期連結会計期間に譲渡したことに伴い証券事業から撤

退しております。

４　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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当第３四半期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)　　 

　(単位：百万円)

 

報告セグメント

その他
(注)１

合計
調整額
(注)２

四半期
連結損益
計算書
計上額
(注)４ＢＰＯ

ＩＴマネ
ジメント

システム
開発

プリペイ
ドカード

計

売上高
         

外部顧客への売上高 7,1256,73018,53083833,224 11 33,236 ─ 33,236

セグメント間の内部
売上高又は振替高

712 1,011 378 44 2,146 ─ 2,146△2,146 ─

計 7,8377,74218,90888235,371 11 35,383△2,14633,236

セグメント利益 14 399 1,702 161 2,278 1 2,279△880 1,399

(注)１　「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであります。

２　セグメント利益又は損失の調整額△880百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△883百万円

が含まれております。全社費用は、主に当社で発生したグループ会社の管理費用等であります。

３　連結子会社であったコスモ証券㈱の全株式を第１四半期連結会計期間に譲渡したことに伴い証券事業から撤

退しております。

４　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

(追加情報)

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号　平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針

第20号　平成20年３月21日)を適用しております。

　

EDINET提出書類

株式会社ＣＳＫ(E04786)

四半期報告書

56/64



　

(金融商品関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

短期貸付金、投資有価証券、1年内償還予定の新株予約権付社債、短期借入金(1年以内に返済予定の長

期借入金)、新株予約権付社債、長期借入金が、企業集団の事業運営において重要なものとなっており、

かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

科目
四半期

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価算定
の方法

短期貸付金 17,419　 　 　

貸倒引当金(注)２ △10,400　 　 (注)１

　 7,018 7,018 ─ 　

投資有価証券 31,599 31,937 337(注)３

1年内償還予定の新株予約権付社債 21,792 20,784 △1,007(注)３

短期借入金(1年以内に返済予定の長期借入金) 8,813 8,813 0 (注)４

新株予約権付社債 35,000 25,550 △9,450(注)３

長期借入金 22,375 22,375 0 (注)４

(注)１  短期貸付金

短期で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

２  貸倒引当金

　　短期貸付金に対応する個別貸倒引当金を控除しております。

３  投資有価証券、1年内償還予定の新株予約権付社債、新株予約権付社債

時価については、取引所の価格によっております。

４  短期借入金(1年以内に返済予定の長期借入金)、長期借入金

   主な長期借入金は変動金利によるものであり、短期間で市場金利を反映し、また当社の信用状況は借入の実 行

後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によって

おります。

なお、一部の長期借入金については、元利金の合計額を、同様の新規借り入れを行った場合に想定される利率

で割り引いた現在価値により算定しております。
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(有価証券関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

満期保有目的の債券で時価のあるものが、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、

かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。

満期保有目的の債券で時価のあるもの
当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

種類
四半期

連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

(1)国債・地方債 33,955 34,324 368

(2)社債 ─ ─ ─

(3)その他 ─ ─ ─

合計 33,955 34,324 368
　

　　前連結会計年度末(平成22年３月31日)

満期保有目的の債券

　

前連結会計年度
(平成22年３月31日)

種類
連結貸借対照表
計上額(百万円)

時価
(百万円)

差額
(百万円)

時価が連結貸借対照表
計上額を超えるもの

(1)国債・地方債 18,121 18,316 195

(2)社債 ─ ─ ─

(3)その他 ─ ─ ─

小計 18,121 18,316 195

時価が連結貸借対照表
計上額を超えないもの

(1)国債・地方債 3,968 3,958 △9

(2)社債 ─ ─ ─

(3)その他 ─ ─ ─

小計 3,968 3,958 △9

合計 22,089 22,274 185

(デリバティブ取引関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

当社及び連結子会社はデリバティブ取引を行っていないため、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

当社及び連結子会社はストック・オプションの付与を行っていないため、該当事項はありません。
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(企業結合等関係)

当第３四半期連結会計期間(自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日)

共通支配下の取引等　

(1)結合当事企業の名称及びその事業の内容、企業結合日、企業結合の法的形式、結合後企業の名称、

取引の目的を含む取引の概要

①結合当事企業の名称及びその事業の内容

㈱ＣＳＫ－ＩＴマネジメント(当社の連結子会社)

ＩＴマネジメント事業

㈱ＣＳＫシステムズ(当社の連結子会社)

システム開発事業

②企業結合日

平成22年10月１日

③企業結合の法的形式

  当社を吸収合併存続会社、㈱ＣＳＫ－ＩＴマネジメント及び㈱ＣＳＫシステムズの２社を

吸収合併消滅会社とする吸収合併であります。

④結合後企業の名称

㈱ＣＳＫ

⑤取引の目的を含む取引の概要

  当社グループが手掛ける３つの事業(「ＢＰＯ事業」、「ＩＴマネジメント事業」、「シス

テム開発事業」)のより一層の連携が必要であるという認識のもと、お客様に必要とされる最

適なサービス提供を実現するグループ体制に移行するものであり、当社グループの持続的な

成長・発展を実現することを目的としております。 

　当社は、㈱ＣＳＫ－ＩＴマネジメント及び㈱ＣＳＫシステムズの発行済株式の全部を保有し

ていることから、本合併に際して、㈱ＣＳＫ－ＩＴマネジメント及び㈱ＣＳＫシステムズの株

主である当社に対し、その有する株式に代わる金銭等の交付は行いません。

(2)実施した会計処理の概要

「企業結合に関する会計基準」(企業会計基準第21号　平成20年12月26日)及び「企業結合会

計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」(企業会計基準適用指針第10号　平成20年12

月26日)に基づき、共通支配下の取引として処理しております。

　

　

(資産除去債務関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

該当事項はありません。

　

(賃貸等不動産関係)

当第３四半期連結会計期間末(平成22年12月31日)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

△312.56円 △241.34円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
当第３四半期
連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 6,952 15,807

普通株式に係る純資産額(百万円) △39,299 △30,339

差異の主な内訳(百万円) 　 　

　Ａ種優先株式 15,000 15,000

　Ｂ種優先株式 15,000 15,000

　Ｅ種優先株式 5,500 5,500

　Ｆ種優先株式 5,500 5,500

　新株予約権 467 467

　少数株主持分 4,784 4,680

普通株式の発行済株式数(千株) 125,747 125,747

普通株式の自己株式数(千株) 14 35

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式
の数(千株)

125,733 125,712

　

２．１株当たり四半期純損失金額等

第３四半期連結累計期間

前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 731.95円
 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失
であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 69.49円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失
であるため記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 58,743 8,737

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 58,743 8,737

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 80,257 125,734

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─ ─
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第３四半期連結会計期間

前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

１株当たり四半期純損失金額 1.57円
 

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失
であるため記載しておりません。

１株当たり四半期純損失金額 7.33円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失
であるため記載しておりません。

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結会計期間
(自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(百万円) 126 922

普通株式に係る四半期純損失(百万円) 126 922

普通株主に帰属しない金額(百万円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(千株) 80,256 125,734

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株
当たり四半期純利益金額の算定に含まれなかった
潜在株式について前連結会計年度末から重要な変
動がある場合の概要

─ ─

　

　
(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のものについては、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っており、かつ、当第３四半期連結会計期間末におけるリース取

引残高が、企業再編等により前連結会計年度末に比べて著しい変動(減少)が認められます。

　この変動の主な理由は、証券事業からの撤退によるものであり、これにより減少したリース取引に係る未経過リー

ス料の前連結会計年度末における残高相当額は以下の通りであります。
 

　 １年以内 178百万円

　 １年超 297百万円

　 合計 475百万円

　

　

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２２年２月９日

株式会社ＣＳＫホールディングス

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　古　　谷　　伸 太 郎

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　井　　出　　　　　隆

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　菅　　田　　裕　　之

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ＣＳＫホールディングスの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３

四半期連結会計期間(平成２１年１０月１日から平成２１年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間

(平成２１年４月１日から平成２１年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸

借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＣＳＫホールディングス及び連結子

会社の平成２１年１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四

半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成２３年２月１０日

株式会社ＣＳＫ

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　古　　谷　　伸 太 郎

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　井　　出　　　　　隆

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士　　菅　　田　　裕　　之

　
当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株

式会社ＣＳＫの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間(平成２２年１０月１日から平成２２年１２月３１日まで)及び第３四半期連結累計期間(平成２２年４月

１日から平成２２年１２月３１日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連

結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結

論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ＣＳＫ及び連結子会社の平成２２年

１２月３１日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間

の経営成績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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